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価値創造の経営とCSR

　我が国の企業を取り巻く環境は、規制緩和を背景に企業活

動の自由度が増し、多様化やグローバル化が急速に進んでい

ます。また、地球温暖化や有害物質などの環境問題への社会

の関心は高まる一方です。そのような状況の中、企業が社会的

責任（CSR）を果たしていくことの重要性がますます大きくなっ

ています。同時に、法令等を遵守した事業活動の遂行や経営

の透明性が求められるなど、企業活動のあるべき姿が厳しく問

われる時代となっています。

　大阪ガスグループは、1998年に「企業行動指針」、2000年

に「企業行動基準」をそれぞれ制定し、社会の共感を得るため

の企業活動を推進してきました。創業100年を迎えた2005年

には、「お客さま価値」の最大化を第一に、公正で透明な事業

活動を通じて、株主さま、社会、従業員など全てのステークホル

ダーの価値をともに高めていく「価値創造の経営」を経営の基

本理念として定めました。

　具体的には、有益な商品・サービスの提供や提案、安定供

給と保安の確保を通じて、お客さまには豊かな生活やビジネス

の発展に貢献し、同時に環境問題や地域活動をはじめとする

社会の問題解決に貢献し、株主さまにとっては企業価値の向

上につながり、事業を担う従業員にとっては、仕事を通じて様々

な成長を図ることにつながるなど、全てのステークホルダーの価

値を高めていくことを目標としています。この4つの価値をバラン

スよく高めていく「価値創造の経営」を追求していくことが、大

阪ガスグループのCSR活動の基本と考えています。

　2006年4月には、この理念に基づき、CSRに対する考え方や

役員・従業員の行動指針をまとめた「大阪ガスグループCSR憲

章」を制定しました。それに併せて「大阪ガスグループ企業行

動基準」もCSR憲章を具体化したものに改定し、CSR推進会

議やCSR委員会などの推進体制を整備しました。今後は新体

制のもと、CSRへの取り組みをより一層強化していきます。

ＣＳＲ経営を強化し、　

コンプライアンスの強化

価値創造の経営（4つの価値の増大）�

お客さま価値�

従業員価値�

株主さま価値� 社会価値�

社会貢献�

コンプライアンス�

環境�

情報公開�

企業の�
社会的責任�
（CSR）�

=

1992

1998
大阪ガス
　環境基本理念
　環境行動指針

大阪ガス企業行動指針

大阪ガス関係会社
企業行動指針

　企業としての社会的責任を果たすためには、その基盤である

コンプライアンスを確実に実施することが何よりも大切です。コ

ンプライアンスとは、法令遵守だけでなく、社会の一員としての

良識ある行動までを含む幅広いものであり、積極的に社会との

信頼関係を築き上げ、維持することです。

　当社グループはこうした考え方に基づいてグループ全体にコ

ンプライアンスの徹底を図ってまいりましたが、残念ながら、この

たび関係会社において、独占禁止法上疑念のある行為があっ

たことが判明しました。私たちは、コンプライアンスが企業存立

社長メッセージ�
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環境行動の推進

地域社会とのコミュニケーション

　地域に根差す企業である大阪ガスグループは、地域社会や

お客さまと対話を行う広報広聴活動や、地域社会貢献活動を

長年推進してきました。広報広聴活動では、施設見学や懇談

会を開催し、お客さまに大阪ガスグループの事業活動に対する

理解を深めていただくと同時に、ご意見やご要望を事業活動に

反映させています。1981年に企業ボランティア活動として開始

した“小さな灯”運動は、この25年間、着実に活動実績を積み

上げてきました。今後も、地域の皆さまとともに歩む企業市民と

して、企業活動を通じて全ての人々が快適で心豊かな生活が

できる社会づくりに貢献していくとともに、適時・適切な情報公

開にも積極的に努めていきます。

お客さまから選ばれる企業グループに

　CSRは社会に対する義務的なものではなく、企業が積極的・

自発的に取り組むものです。グループ経営理念である｢価値創

造の経営｣の実践を通じてCSRのさらなる向上を図り、お客さま

から引き続き大阪ガスブランドのエネルギー・商品を選んでいただ

けるよう、お客さまの視点で我々の活動を常に見直してまいります。

　大阪ガスグループのCSR活動をより深くご理解いただくため

に、2006年から「環境・社会行動レポート」を「CSRレポート」

に変更いたしました。是非ご一読いただき、皆様の忌憚のない

ご意見をいただければ幸いです。

大阪ガス株式会社　取締役社長

 お客さまから選ばれる企業に�

　エネルギー事業を核とする大阪ガスグループにとって、地球

温暖化防止をはじめとする環境行動は事業活動そのものであり

ます。自らの生産・販売活動から生じる環境負荷の低減はもと

より、化石燃料の中で最もクリーンな天然ガスの普及を通じて

環境の改善に寄与してまいります。とはいえ、天然ガスは使用

に伴い温室効果ガスの一つである二酸化炭素を排出します。

そのため、今後ともより高効率なガス機器の開発を進め、お客さ

まがガスをご使用になるときの環境負荷の低減に努めていきます。

天然ガスから電気を作り出し、さらにその排熱を有効利用できる

ガスコージェネレーションシステムはその代表例です。このよう

に製品・サービスを通じて環境負荷を低減することは環境活動

を含む「社会価値」だけではなく、「お客さま価値」の増大にも

つながり、エネルギー事業者のCSR活動の本質的なものと捉

えています。

1999 2000

2004

2005

2006

大阪ガス
経営の基本理念
「価値創造の経営」

大阪ガスグループ
企業行動基準

大阪ガスグループ
　環境基本理念
　環境行動指針

グループ経営理念
「価値創造の経営」
　   お客さま価値
　   株主さま価値
　   社会価値
　   従業員価値

の必須条件であり、コンプライアンスなくして社会から信頼を得

ることはできないことを、今一度、肝に銘じ、再発防止とコンプラ

イアンスの一層の強化に取り組んでいく所存です。

大阪ガスグループ
CSR憲章
   （環境基本理念を包含）

CSR推進体制
　  CSR推進会議
　  CSR委員会（ ）
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コーポレート・ガバナンスに関する�
基本的な考え方�

コーポレート・ガバナンスに関する�
施策の実施状況�

　大阪ガスグループは企業価値の最大化を目指し、公正で透明な事業活動を通じて、お客さまをはじめ、

株主さま、社会、従業員など全てのステークホルダーの価値をともに高めるグループ経営理念「価値創

造の経営」に基づき、経営の健全性をより一層向上させるとともに、当社グループを取り巻く経営環境

の変化に、より迅速かつ的確に対応するためにコーポレート・ガバナンスの充実・強化を推し進めてい

ます。�

大阪ガスグループのコーポレート・ガバナンス�

（1）会社の機関の内容�

　大阪ガス（株）では、明確に定められた社内規程に則って、業務執行を行う取締役で構成する経

営会議で専門的見地から事案を精査し、取締役会で十分に審議を尽くした上で意思決定を行って

います。取締役会は、子会社等を含めた当社グループ全般に関わる重要事項を取り扱い、的確か

つ迅速な意思決定と監督機能の充実を期しています。�

　当社は、監査役設置会社を選択しています。監査役4名のうち、社外監査役は2名であり、業務執

行の適法性を監査しています。これに加えて、取締役の指揮命令系統外の専従スタッフにより構成

される監査役室を設置し、監査役の調査業務を補助することにより、監査役の監査機能の充実を

図っています。なお、社外監査役2名と当社との間には、特別な人的関係、資本的関係または取引

関係その他の利害関係はなく、高い独立性が確保されています。�

　なお、当社は、2006年6月29日の定時株主総会およびその後の取締役会をもって、経営体制の

改革を実施しました。具体的には、取締役の員数を大幅に削減して、取締役会における意思疎通を

より一層向上させるとともに、新たに執行役員制度を導入し、取締役は経営の意思決定と監視に注

力することによって、今まで以上に取締役会を活性化して、経営の効率性および監督機能を高めて

いきます。�

　内部監査部門としては監査部を設置し、年間監査計画等に基づいて、業務活動が適正かつ効率

的に行われているかを監査し、社内組織に助言・勧告を行っています。事業部門については、組織

内部に監査人を設けるなど、監査機能や内部統制機能の充実・強化を図り、社内規程で職責権限

を明確に定めたうえで、事業部門への権限委譲等を行っています。コンプライアンスについては、経

営トップを含めたメンバーで構成するＣＳＲ推進会議を設置するとともに、コンプライアンス部を中心

に、事業活動における法令遵守の徹底を推進しています。�

　2006年4月には、当社および当社グループ会社の企業行動指針を統合するとともに、グループ経

営理念を踏まえて「大阪ガスグループＣＳＲ憲章」を定め、従来から定めている「大阪ガスグループ

企業行動基準」も含めて周知徹底を図ることにより、当社の役員・従業員はもとより当社グループ会

社の役員・従業員を含めた当社グループの全員に、法令遵守だけでなく社会の一員として良識ある

行動をするよう徹底しています。�

　なお、2006年6月29日付で、当社グループのＣＳＲ活動を統括する役員としてＣＳＲ統括と、社外の

有識者も加わったＣＳＲ委員会を設置し、適切かつ積極的なＣＳＲ活動の実践に努めていくとともに、

監査部とコンプライアンス部を経営トップの直轄組織として内部牽制機能をより高めていきます。�

（2）内部統制システムの整備状況�

Webでさらに詳しく
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コーポレート・ガバナンス体制�

会長／社長

監査役会
監査役4名

（うち社外監査役2名）

監査役室

会計監査人

CSR統括

経営会議

事 業 部 門

※

コンプライアンス部

監査部

CSR委員会

　会計監査については、あずさ監査法人と監査契約を締結しています。�

　監査部、監査役、会計監査人は、年間監査計画や監査報告等の定期的な会合を含め、必要に

応じて随時情報の交換を行うことで、相互の連携を高め、監査の実効性や質の向上を図っています。�

（3）内部監査及び監査役監査、会計監査の状況

CSR推進会議

選任／解任�

報告�取締役会
取締役12名

株主総会

※ 事業部門は、P.3の5事業部と4部門を指す
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大阪ガスグループのＣＳＲ経営�

大阪ガスグループCSR憲章�
　大阪ガスグループは、従来から、コンプライアンス、環境、社会貢献、人権・雇用といったＣＳＲへの取

り組みを積極的に行ってきました。2006年4月には、ＣＳＲに関する考え方を社内および社外にも明確

にするために、「大阪ガスグループＣＳＲ憲章」を制定しました。�

　大阪ガスグループは、お客さま価値の最大化を第一に、公正で透明な事業活動を通じて、株

主さま、社会、従業員などの全てのステークホルダーの価値をともに高めていく「価値創造の

経営」を基本理念としており、この価値創造の経営を実現することが、当社グループのCSR（社

会的責任）を全うすることと考えています。

　企業の社会的責任を全うし、大阪ガスグループが持続的な発展を図っていくため、ここに「大

阪ガスグループCSR憲章」を定め、当社グループの役員および従業員の行動の指針とします。

　経営トップをはじめとする各組織の責任者は、本憲章の趣旨を体し、率先垂範に努めます。ま

た、法令違反等の問題が発生したときは、経営トップをはじめとする各組織の責任者は、自ら問

題解決にあたり厳正に対処します。

Ⅰ.お客さま価値の創造�

　大阪ガスグループは、天然ガスをコアとするマルチエネルギーの安定供給、保安の確保およびサ

ービスの向上を通じて、お客さまの快適な暮らしとビジネスの発展に貢献していきます。あわせて、社

会的に有用な商品・サービスの提供により、新しい価値の創造に挑戦し、お客さまとともに進化し発

展し続ける企業グループを目指します。

Ⅱ.環境との調和と持続可能な社会への貢献�

　地域および地球規模の環境保全は、エネルギービジネスを中心に事業展開する大阪ガスグルー

プにとって極めて重要な使命であります。大阪ガスグループは、我々のあらゆる活動が環境と深く関

わっていることを認識し、その事業活動を通じて環境との調和を図り、エネルギーと資源の効率的

利用を実現することによって、持続可能な社会の発展に貢献します。

Ⅲ.社会とのコミュニケーションと社会貢献�

　大阪ガスグループは、自らの企業活動を世の中に正しく理解していただくため、情報を積極的に

公開し、経営の透明性を高めるとともに、社会とのコミュニケーションを推進します。また、良き企業

市民として、地域社会に貢献するよう努めます。

Ⅳ.コンプライアンスの推進と人権の尊重�

　大阪ガスグループは、全ての役員および従業員が、コンプライアンスを確実に実施することで、社

会からの信頼を得る健全な企業グループを目指します。コンプライアンスとは、法令遵守だけでなく、

社会の一員としての良識ある行動までを含む幅広いものと捉え、お客さま、取引先さまなど全ての人々

との公正な関係を維持し、人権の尊重に努めます。

Ⅴ.人間成長を目指した企業経営�

　大阪ガスグループは、雇用の確保を図るとともに、従業員の個性と自主性を尊重し、仕事を通じ

て人間的成長を図ることのできる企業を目指します。また、常に研鑽と啓発に努め、お客さま、株主

さま、社会の期待に応える新しい価値を生み出すように努力します。従業員と会社は、相互に信頼

感と緊張感をもって、グループ各社の健全な成長をともに高めます。

Webでさらに詳しく
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企画部

【事務局】

環境部
コンプライアンス部

Ⅳ.情報管理における行動基準�

       9． 情報の取扱いと公開・開示

     10． 情報システムの取扱い

     11． 知的財産等の取扱い

Ⅴ.職場における行動基準

     12． 安心して働ける環境の整備

     13． 雇用と処遇等

Ⅵ.社会に対する行動基準

     14． 反社会的勢力との対峙、

　　　 利益供与の禁止

     15． 適正な納税

Ⅰ.良き企業市民としての行動基準�

     1． 人権の尊重

     2． 環境保全への配慮

Ⅱ.製造・供給活動における行動基準�

     3． エネルギー事業者およびその他事業者としての責務

     4． 製品等の安全性の確保

Ⅲ.取引活動における行動基準�

     5． 独占禁止法の遵守

     6． 公正な取引の実施

     7． お客さまとの応対

     8． 関係先・取引先との交際

取締役会

会長／社長

CSR統括

CSR推進会議

CSR委員会

大阪ガス（株）／大阪ガス関係会社／ガスグループ／取引先

大阪ガスグループ企業行動基準�

大阪ガスグループのCSR推進体制�
　大阪ガスグループは、ＣＳＲ憲章制定を機に、「ＣＳＲ推進体制」を整備しました。「ＣＳＲ推進会議」

は、責任者である社長のもと、ＣＳＲに関する活動計画の審議および活動報告を行います。活動計画の

主な内容は、環境、コンプライアンス、地域社会貢献、人権・雇用です。また、ＣＳＲへの取り組みを統合

的に推進する観点から、大阪ガスグループのＣＳＲに関する事項について組織横断的な調整、推進を

行う「ＣＳＲ委員会」を設置しました。ＣＳＲ委員会は、責任者であるＣＳＲ統括のもと、大阪ガス（株）の

役員、中核会社社長および労働組合代表、社外有識者等で構成されます。�

　2000年2月、役員･従業員が守るべき具体的な行動基準として、「大阪ガスグループ企業行動基準」

を制定しました。2006年4月のCSR憲章制定に併せて、改定を行っています。�

Webでさらに詳しく
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特集 お客さま価値の最大化を目指して ● 温暖化対策�

エネルギー利用効率を追求 �
～コージェネレーションシステムの普及拡大～�

　地球温暖化防止のためには、エネルギーを最大限に有効活用することが不可欠です。大阪ガ

スグループでは、天然ガスから電気を作り出し、さらにその排熱を有効利用することによりエネ

ルギーの総合効率を大幅に高めるコージェネレーションシステムの開発普及に努めています。�

コージェネレーションシステムは温暖化対策の切り札

　2003年10月に閣議で決まったエネルギー基本計画は、今後

の日本のエネルギー供給や利用のあり方を示すプランニングマッ

プです。ここでは、温暖化対策やエネルギー効率の向上、新エネ

ルギーの利用量の増大などの観点から、コージェネレーションシ

ステム等の「分散型エネルギーシステムの構築」が重点項目の

ひとつに位置づけられています。京都議定書の目標達成計画（2005

年4月閣議決定）においても、省CO2化、天然ガスシフトおよび高

効率給湯器等の省エネ機器の普及支援・技術開発の促進など

と併せて、コージェネレーションシステムの導入促進の必要性が

示されました。この計画では、2010年には天然ガスコージェネレ

ーションシステムの累積導入量が約498万kWとなり、これによっ

て約1,140万t-CO2の削減が可能と試算されています。

■ 従来方式による火力発電システムの例 ■ 天然ガスコージェネレーションシステムの例

100

ガスコージェネレーション�

1次エネルギー
（天然ガス）

（LHV基準）
（冷暖房・給湯）

ガス製造所

利用困難な排熱

需要地

電気
エネルギー

有効利用
可能排熱

63～80％�

17～45

40～5020～37

熱
電気

パイプライン

エネルギー利用�

100 41

59

4
37

発電所

1次エネルギー
（石炭・石油・天然ガスなど）

電気

利用されない排熱
（海などへ廃棄）

（LHV基準）

送電ロス等

需要地

電気エネルギー

37％�
エネルギー利用

※

※ 燃焼ガスを完全に燃焼させたときの水蒸気の凝縮潜熱を差し引いた発熱量（低位発熱量基準）

　天然ガスコージェネレーションシステムとは、

クリーンな都市ガスを燃料として、お客さまの

もとに設置したガスエンジン、ガスタービン、

燃料電池等を用いて発電し、同時に発生す

る排熱を冷暖房、給湯、生産用蒸気等に有

効活用する効率の良いエネルギーシステム

です。大規模集中型の平均的な火力発電

所では、投入エネルギーの約60%のエネル

ギーが温排水などとして廃棄されているのに

対して、排熱を利用することによって投入し

たエネルギーの63～80%程度まで無駄なく

使いきることが可能です。技術開発により、

大規模集中型の平均的な火力発電所を上

回る発電効率の機種も商品化されており、

従来の方式に比べて大幅な省エネルギーに

なるだけでなく、CO2排出量の抑制にも大き

く貢献できます。

クリーンな天然ガスコージェネレーションシステム�

パフォーマンス報告�
コージェネレーションシステムの導入実績とお客さま先でのCO2排出抑制量（当社管内）�

■ コージェネレーションシステムの累積設置容量
 　および累積設置台数

（年度）

1,500�

1,000�

500�

0

（千kW）

3,000�

2,000�

1,000�

0

（台）

■ 累積設置容量 累積設置台数

2001 2002 2003 2004 2005

1,085 1,113
1,203

1,278
1,385

1,254
1,512

1,985

2,350

2,771

■ コージェネレーションシステムによる
 　お客さま先でのCO2排出抑制量（対1998年）

（年度）

600

400�

200�

0

（千t-CO2/年）

2001 2002 2003 2004 2005

235
263

363

445

566

（注1）1998年度から当該年度ま
での都市ガス販売量の増
加に伴い、本来であれば増
加したであろうCO2排出量
に対して、コージェネレーシ
ョンシステムの導入により
抑制されたCO2排出量 

（注2）電気のCO2排出係数は、
火力平均排出係数（0.69kg-
CO2/kWh）を使用（中央
環境審議会地球環境部
会「目標達成シナリオ小委
員会中間取りまとめ」
2001年7月より） 
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コミュニケーション�
活動にも期待�

CO2排出量を1990年比で8.8％削減
【不二製油（株）さまの声】�

さまざまな可能性を考慮したご提案を
【大阪ガス担当者から】�

不二製油（株）　
安全環境本部　原動部　
原動グループリーダー

砂川  昭二  様

エネルギー事業部　南部エネルギー営業部

　不二製油（株）さまは、地球環境に対する負荷の低減とクリ

ーンな職場環境づくりなどを目指して、コージェネレーションシス

テムの導入を進めてこられました。このシステムの導入により購

入電力を大幅に削減され、その結果、CO2排出も大きく抑制さ

れました。一般的に電力の需要変動は火力発電所で調整され

るため、この購入電力の削減により火力発電所の発電量が減

少したとしてCO2排出抑制量を試算すると、重油から天然ガス

に転換された効果も含めて1990年比で約16％の抑制量にな

ります。さらに、いくつもの副次的な効果が得られています。

　今後も、少しでもお客さまにとってメリットのあるシステムを実

現できるよう、さまざまな可能性を視野に入れて、営業活動を進

めていきたいと考えています。

　当社は、機能性食品として最近注

目されているペプチドや大豆タンパク、

業務用製菓材料などを生産しており、

特にチョコレート原料では全国の60

％を超えるシェアを占めています。

1950年の創業以来、安全で高品質、

しかもおいしい食品づくりを目指して、

省コスト化を図りつつ、ユーザーニー

ズのフォローに努めてきました。なか

でも生産の高効率化と省エネルギー、

それにクリーン化は、当社にとって永遠の課題。その実現のため

に、従来の重油焚きボイラに代えて主力工場である阪南事業所

に導入を進めてきたのが、コージェネレーションシステムです。多

数の食品製造ラインを持つ当事業所は、電力に比べて蒸気の

需要が比較的大きいため、コージェネレーションシステムによるメ

リットが出やすい状況でした。この点に着目し、1994年に

5,300kWの１号機を設置して以来、計5台、28,450kWのコージ

ェネレーションシステムを導入。現在では事業所で必要な電力の

うち約94％を、これらによってまかなっています。

　当社では、投入したガスの持つエネルギーのうち、平均すると

31％が電気として、50～60％が蒸気として回収できています。

この高いエネルギー効率によって得られた最大のメリットは、ラ

ンニングコストの低減であり、それに加えて温暖化の低減につ

ながるCO2排出量の削減です。京都議定書の基準年である

1990年に比べると、CO2の総排出量は、2005年度では約9割

となっています。事業所の生産高が16年間に増えている点を

考慮すると、原単位ベースでは大きな排出量削減につながって

いることになります。

　他にも、排気中のSOxはゼロで、NOxが少なくクリーンという

特長は、食品メーカーとしてのイメージ向上につながりました。ま

た1994年以降、電気の使用量は年々増えているにもかかわらず、

コージェネレーションシステムによって電力単価が20～30％低

減したため、電力コスト自体は微増に止まっています。そのうえ、

事業所で必要な電力や蒸気の量の変化に追従しやすいという

利点や、運転開始か

らフル稼働状態にな

るまでの時間が重油

ボイラの約5～6時間

に対して、15～20分

に短縮できた点など

も効果として挙げられ

ます。

　天然ガスは、化石燃料の中では熱量当たりのCO2排出が少なく、その利用の拡大自

体が温暖化対策としても有効ですが、限りある資源であることに変わりはなく、高効率

なシステムを通じて有効に利用して行く必要があります。近年の発電効率の向上が目

覚ましいコージェネレーションシステムは、それを実現するひとつの技術ですが、その可

能性を最大限に発揮するには、導入現場でのエネルギーの使用実態に即したシステム

の選定と運用が必要になります。その意味で、顧客に密着したサービス産業として、短

期的なコスト面のみではなく、長期的観点からみたエネルギーセキュリティや地球環境

保全の意義を含めて、開発された技術が最大限に有効活用されるようなコミュニケー

ション活動も重要な使命として捉えていただきたいと思います。

（独）産業技術総合研究所
エネルギー技術研究部門
主幹研究員

赤井  誠  様
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特集 お客さま価値の最大化を目指して ● 電力ビジネス�

ニーズにマッチしたエネルギーのベストミックスを目指して�
～マルチエネルギー事業者へ～�

　お客さまのニーズに合わせ「ガス」、「ガスコージェネレーションシステムで作った電気」、「電

気」の3つのエネルギーのベストミックス提案を行い、マルチエネルギー事業者として、お客さ

ま価値の向上を目指しています。特に電力ビジネスについては泉北天然ガス発電所の建設により、

本格的な展開を進めています。�

都市ガス事業に次ぐ「第2のコア事業」 ～大阪ガス（株）における電力ビジネス～

　エネルギー市場の競合が進む中、大阪ガス（株）は、お客さま

のエネルギーニーズに対して、天然ガス、電力、LPG、熱などの

エネルギーのベストミックスでお応えするマルチエネルギー事業

者として、お客さま価値の向上を目指しています。中でも、電力

ビジネスは、上流インフラ、提案営業力、お客さまとのネットワー

クなど当社グループの強みを発揮できる事業分野であり、天然

ガス事業に次ぐ「第2のコア事業」と位置づけ、本格的な展開

を進めています。その一環として、泉北製造所内に泉北天然ガ

ス発電所（2009年4月以降順次運転開始、設備容量110万9

千kW）の建設を計画しています。泉北天然ガス発電所では、

最新鋭のガスタービン・コンバインドサイクル方式を採用し、国

内最高水準の発電効率と低環境負荷を実現するなど、電力ビ

ジネスへの参入を通じ、環境負荷軽減にも貢献していきます。

泉北天然ガス発電所の建設と環境配慮

　「泉北天然ガス発電所」は、大阪府堺市および高石市に位

置する泉北製造所の構内に建設する大規模な天然ガス火力

発電所であり、第一工場に2基、第二工場に2基の合計4基の

発電設備を設置する計画です。

　発電所の計画策定に当っては、燃料供給施設等のインフラ

設備が整った泉北製造所内に発電所を設置し、新たな設備の

建設・設置をできる限り少なくすることで、周辺環境に及ぼす建

設工事に伴う影響を低減することとしました。

　また、発電所からの排出ガスは、燃料に天然ガスを用いるため、

硫黄酸化物、ばいじんを含みません。天然ガスの燃焼によって

発生する窒素酸化物（NOx）については、低NOx燃焼器を採

用することで、窒素酸化物の発生を極力抑制するとともに、排

煙脱硝設備を設置することで発生した窒素酸化物を可能な限

り除去することに加え、発電所の煙突を高さ100m以上の高層

煙突とすることで、窒素酸化物の環境影響を低減する計画とし

ました。

　さらに、地球温暖化の原因といわれる二酸化炭素については、

発電効率の高い最新鋭のガスタービン・コンバインドサイクル

発電方式を採用することに加え、他燃料に比べて二酸化炭素

の発生量の少ない天然ガスを用いることで、本発電所の発電

電力量あたりの排出量は平均的な火力発電所よりも小さくなり

ます。そのため、本発電所が稼働することで、二酸化炭素発生

量の削減に寄与するものと考えています。

　この他にも、泉州地域の郷土種を用いた緑化を行うなど、良

好な緑地の形成も行っていきます。

　以上のとおり、天然ガスを燃料とすることに加え、需要地に近

いことによる送電ロスが少ないこと、および、発電効率の高い

最新鋭のガスタービン・コンバインドサイクル発電方式を採用す

ることで、環境にやさしい発電所を実現することができると考え

ています。

　なお、「泉北天然ガス発電所」は今年度から工事を開始し、

2009年4月以降に順次、運転開始する計画です。

泉北天然ガス発電所完成予想図（赤枠部分）
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多くの皆さまのご意見を反映させて ～環境影響評価手続きを通じて～

その他の電力ビジネス

※国内自社電源は国内ＩＰＰを含む

（年度）2004 2005 2006計画 2007計画 2008計画 2010頃

92

231

400

350

300

250

200

150

100

50

0

1,000
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0

（万ｋＷ） （千万ｋＷh）

34

58

172

266

113

59

300

850

120

180

■海外ＩＰＰ　■国内自社電源　　　国内販売電力量

パフォーマンス報告�
　大阪ガス（株）では、今後、泉北天然ガス発電所に加え、

余剰電力を活用する大規模コージェネレーションの設置を進

めるなど、電力ビジネスの事業規模拡大を図ります。電力事

業全体の2010年頃の事業規模として、国内ＩＰＰを含む自社

電源約180万kW（海外ＩＰＰを含めて約300万kW）、国内販

売電力量約85億kWhを想定しています。

電源・販売電力量の推移

電
源

販
売
電
力
量

　泉北天然ガス発電所は、様々な面で電気事業そしてわが国エネルギー

政策への高い貢献が期待されています。第一に地球環境問題への貢献

です。同発電所はCO2低排出型の発電所ですので、電気事業全体の

CO2削減への貢献が期待できます。第二に安定供給への貢献です。コン

バインドサイクル型発電は負荷追従性が高く、「高付加価値」の電気の供

給が期待できます。また、需要地に近い電源ですので、その分送電ロスも

少なく、かつ、安定供給への寄与が期待できます。第三に効率化への貢

献も挙げることができます。2005年に卸電力取引所が開設されるなど全

国大で卸電力市場での競争が促進される環境が構築され、こうした点で

の期待も非常に大きいと言えます。このように様々な観点から重要性の高

い大阪ガスの発電プロジェクトへの取り組みに期待しております。

ガス製造・発電事業部　
計画部�

菅野  有美

　「泉北天然ガス発電所」は、大阪ガス（株）にとって初めての

大規模発電所であり、発電出力が15万kW以上の火力発電所

であることから環境影響評価法の対象となります。環境影響評

価では、事業の実施に伴い影響を受ける可能性のある項目（大

気、水質、騒音、振動等）について、1年間の現況調査を行い、

その結果を用いて、事業の実施に伴う環境影響の予測・評価

を行います。本事業では、2002年12月に環境影響評価法の手

続きを開始して以降、関係行政機関に予測・評価の内容をご

審査いただき、2006年3月に手続きを終了しました。審査の過

程で頂いた住民の皆さまからのご意見や関係行政機関からの

ご指導・ご助言を踏まえて、より一層

環境に配慮した計画にすることがで

きたと考えています。

　この業務を通じて、本事業を複数

の視点から見つめることができ、環

境への配慮の重要性を改めて感じ

ました。今後は、計画した環境保全

対策を確実に実施し、環境にやさし

い発電所の実現に向けて取り組ん

でいきたいと考えています。

　大阪ガス（株）では、小売事業と卸売事業（ＩＰＰ事業）の双

方で電力ビジネスへの参入を進めています。小売事業では、自

社インフラの有効活用を図り、泉北製造所第一工場に1.8万kW、

姫路製造所に5万kWの自家発電設備を設置しているほか、省

エネルギー性と経済性を高めるために、お客さま先に設置した

大型コージェネレーションから発生する余剰電力の小売事業

への活用にも取り組んでいます。国内ＩＰＰ事業では、関係会社

の（株）ガスアンドパワーインベストメント（ＧＰＩ）が保有する3基、

計45万ｋＷの発電所から、電力会社へ卸供給を行っており、電

力会社の電力安定供給の一端を担っています。また、2006年

3月には、（株）葉山風力発電所（2万kW、双日（株）51％出資、

ＧＰＩ49％出資）の運転を開始し、発電事業における環境負荷

低減に取り組んでいます。海外ＩＰＰ事業では、天然ガス・コンバ

インド火力発電所を中心に約113万ｋＷ（各発電事業の持分

比率の合計）の

ＩＰＰを取得する

など、マルチエネ

ルギー事業を展

開しています。

葉山風力発電所

様々な観点から、�
発電プロジェクトに期待�

（財）日本エネルギー経済研究所
戦略・産業ユニット
電力・ガス事業グループ　リーダー

小笠原  潤一  様

14



熱
需
要

電力需要

特集 お客さま価値の最大化を目指して ● 未来への技術開発�

資源を効率よく使えるエネルギーシステムの開発 �
～注目を集める2つの燃料電池～�

　天然ガスをエネルギー源にして、電気とお湯を同時に作り出すのがガスコージェネレーション

システムです。大阪ガス（株）では、ガスエンジンを使う「エコウィル」のほか、より発電効率の

高いシステムである燃料電池の開発を進めています。�

水素と酸素で電気を作る ～燃料電池の概要～

　燃料電池は、改質装置によって都市ガスから取り出した水素

と空気中の酸素を化学反応させて電気を作り、そのときに発生

する熱を利用してお湯を作る化学式発電装置です。従来の発

電のように、燃焼→タービン回転→電気エネルギーと、エネルギ

ーの形を何度も変えることがないので、発電過程でのエネルギ

ー損失が少なく、高いエネルギー効率を期待できる点が特徴です。

また騒音や振動が少なく、有害な排出物もありません。

　燃料電池は電解質と呼ばれる部分の材質によっていくつか

のタイプに分けられており、なかでも最も早く開発が進んだ「り

ん酸形燃料電池」は、すでに業務用や工業用として世界中で

400台もの導入実績があります。現在は、より小型、軽量で扱

いやすく家庭用などに適している「固体高分子形燃料電池

（PEFC）」と、発電効率が特に高い「固体酸化物形燃料電池

（SOFC）」の2つの方式が注目を集めており、大阪ガス（株）は

以前からこれらの開発に取り組んできました。各ご家庭で、都市

ガスから水素を取り出し、それを使って燃料電池で電気とお湯を

作り出すことによって、省エネルギーで環境負荷の少ない「分

散型エネルギー社会」の実現に貢献することを、当社は目指し

ています。

固体高分子形燃料電池（PEFC）の特長

フィールドテスト

■ 家庭用ガスコージェネレーションの3つの方式

■ 燃料電池の発電原理

　電解質に高分子膜を用いるPEFCコージェネレーションシス

テムは、高い発電効率に加えて、発電時に発生する排熱を有

効利用できる点が特長です。そのため、従来システムに比べて

エネルギー消費量が約26％、CO2排出量が約40％削減でき、

環境に貢献できるシステムとして注目されています。

　大阪ガス（株）は、1kW級のPEFCコージェネレーションシス

テムの商品化を目指して、世界トップレベルの性能を持つ燃料

改質装置および学習運転制御機能を搭載した排熱回収シス

テムの開発を行っています。また、燃料電池メーカーと共同開

発を進め、フィールドテストを含めた運転試験を実施し、信頼性、

耐久性の評価を行うとともに、商品化に向けたコストダウンに取

り組んでいます。

　当社は、2005年度から（財）新エネルギー財団が行う「定置

用燃料電池大規模実証事業」に参画し、PEFCを実住居に63

台設置して、運転を開始しました。さらに2006年度も同事業に

参画し、64台を設

置して、長期耐久

性の確立と一層の

コストダウンに努め

ていきます。

都市ガスなど
（メタン）

改質装置

水素

H2

（電子） 電流

e-

酸素e-

H+ H+
H+

H2O H2O

e-
O2 O2

水水素イオン

陰極
（燃料極）

陽極
（空気極）

電解質
H2

PEFC
（固体高分子形燃料電池）

SOFC
（固体酸化物形燃料電池）

エコウィル
（ガスエンジンコージェネレーションシステム）
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※燃料電池の発電効率はすべて燃料の全熱量から、水蒸気の持つ潜熱を差し引いた低発熱
量（ＬＨＶ）による熱効率。

2008年度の商品化が見えてきた ～固体高分子形燃料電池（PEFC）の開発～

発電効率の頂点を目指して ～固体酸化物形燃料電池（SOFC）の開発～

　PEFCは、車載用として世界の主要自動車メーカー各社が積

極的に開発を進めてきたもので、動作時の温度が70～80℃と

他の方式に比べて低いため起動時の立ち上がりが早く、しかも

コンパクトな点が特長です。こうした利点に着目し、当社は1999

年から電池メーカーと共同で家庭用コージェネレーションとして

のPEFC利用技術を研究してきました。開発目標は、ガスエンジ

ン式コージェネレーションよりも15ポイント高い、35％※の発電効

率を実現し、2008年度内に100万円代前半の価格で商品化す

ることです。

　商品化に向けた当社の研究テーマは、都市ガスから純度の

高い水素を作り出す部分の開発です。とくに、水素製造の過程

で発生しPEFCの心臓部である電極を劣化させる一酸化炭素を

除去することが、家庭用機器としての課題となりました。この課

題に対して、当社は過去に石炭や石油から都市ガスを製造する

際に蓄積してきた技術を生かし、水素中に含まれる一酸化炭素

を、約5,000ppmから1/5,000の1ppm以下にまで除去できる触

媒の開発に成功しました。こうした技術開発によって、発電効率

は目標の35％をクリアできました。

　しかし、大変なのはここからでした。家庭用の機器には、工場

用の設備のような定期メンテナンスはありません。その状況で、

10年間は問題なく使

えなければ商品として

の価値がありません。

これは運転時間にす

ると約9万時間になり

ます。車載用なら、10

万km走っても運転時

間は約5,000時間で

あるのに比べ、家庭

用はその18倍に当た

る耐久性が要求されるのです。数年前から、家庭用PEFCの開

発は国家プロジェクトとして進められており、当社の技術者たち

も参画して、まず2008年度に4万時間の壁を超えるための共同

研究を進めています。各社の英知を集めることで部品の劣化を

促進する要因の特定やその改善も進み、現在ではセル単体の

運転時間は世界最長の4万時間を超え、目標達成への道筋も

見えてきました。

　私は社会人となって以来、13年間にわたって燃料電池の開発

に携わってきました。今や自分の分身ともいえるこの技術を通じて、

環境保全という社会の期待に応えていきたいと願っています。

エネルギー技術研究所

鈴木  稔

家庭用コージェネレーション
プロジェクト部

東口  誠作

　PEFCと並行して、当社が研究を進めているのがSOFCです。

SOFCは、PEFCよりもさらに高い発電効率が期待できる点が

最大の魅力です。その利点を生かして当社は、熱需要の少ない

家庭やマンションにも適したシステムの開発を進めてきました。

発電効率の目標も、PEFCの35％※に対してSOFCは45％※と

さらに高く設定し、平均的な火力発電所よりも発電効率が高く、

さらに排熱も無駄なく使えるシステムの開発を目指しています。

　電気と熱の両方が取り出せるガスコージェネレーションで、こ

こまで発電効率にこだわるのには、理由があります。お湯は、い

わば発電時の排熱によってできる副産物。貯湯タンクに蓄えて

おいて、必要なときに使います。高発電効率で、出力の比重を

電気にできるだけシフトしたシステムであれば、お湯の需要が少

ないご家庭に設置した場合でも、十分な発電とその副産物とし

てのお湯の有効利用ができ、高い省エネルギー性を発揮させる

ことができます。その点SOFCは発電効率が高いため、同じ電

力を作るのに発生する熱の量はPEFCの約1/2。ガスエンジン

方式と比べると約1/5にすぎません。この特徴によって、SOFC

は家庭の電力の約8割をまかなうことができます。そのうえ貯湯

タンクをコンパクトに設計できるため、マンションに置けるという

メリットも生まれるのです。

　当社では2005年度に実際の住宅での実証実験を開始し、

一般家庭の実際の電気需要に対する発電効率として一日平

均44.1％をマークしました。この数値は火力発電所の商用電

源の平均値である40％よりも高いだけでなく、排熱も利用でき

るため、高い省エネルギー効果があることを確認できました。当

社では2004年4月から京セラ様と共同開発を行っており、目標

である2008年度の市場導入を実現するために、残った課題で

ある耐久性の向上に向けた努力を続けています。SOFCは規

模にかかわらず最も

発電効率の高い燃

料電池で、世界中で

実用化への取り組み

が進められています。

私たちも、早く多くの

ご家庭で使っていた

だけるように、開発を

さらに加速させます。
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LNGタンク

高圧幹線
中圧導管

中圧導管
低圧導管

ガス
ホルダー

マイコンメーター ガス警報器

ガス
テーブルコンロ

ガス
ファンヒーター

ヒューズ
ガス栓

特集 お客さま価値の最大化を目指して ● 保安・安全体制の充実と徹底�

常に安全で安定した都市ガス供給のために �
～保安受付体制の刷新と訓練の徹底～�

　都市ガス事業者の最重要テーマのひとつが、24時間、365日、お客さまに安全に安定してガ

スを供給することです。大阪ガス（株）は、お客さまにいつも安心してガスをお使いいただける

体制を整備するとともに、常に最善を追求し改善を図っています。�

都市ガスを安心してお使いいただくために ～安定供給と保安・安全～

●安定調達�

供給安定性の強化�

お客さまに都市ガスを安定的に供給するために、世界６か国とＬＮＧ（液化天然ガス）の長期購

入契約を結び、調達先の分散を図っています。また、天然ガス田権益の確保、ＬＮＧタンカーの

共同保有といった原料の上流分野にも事業を展開し、供給安定性の強化に努めています。

●製造時�

「予防」「早期発見」「拡大防止」を重視�

都市ガス製造所では、地震等の災害発生時に備えて、災害に耐える設備構築による「予防」、

万一のガス漏れ時における検知器と監視システム導入による「早期発見」、防液堤や冷却散

水設備など各種設備による「拡大防止」の3つの柱で24時間体制の保安対策を講じています。

●供給時�

需要に応じた計画的なガス導管網の整備�

　中長期のガス需要予測に基づく供給計画に従って、効率的なガス導管の整備を進めています。

都市ガス供給を24時間365日万全に管理�

670万戸を超えるお客さまへガスを安全にお届けするために、24時間365日の保安体制を構

築しています。また、地震等の災害に備えて、耐震性に優れた導管の開発と導入、社内自営

無線通信ネットワークの構築と運用、導管に被害が発生した場合にガスの供給を停止し、二

次災害を防止するための供給遮断システムを採用し、保安の確保を図っています。

●お客さま宅�

安全設備、安全装置付きガス機器のご提供�

ご家庭で安心してガスをお使いいただくために、マイコンメーターやヒューズガス栓、ガス警報

器といった安全設備の開発・普及に努めています。ガス機器においても、テーブルコンロに立

消え安全装置や天ぷら油過熱防止機能を、ガスファンヒーターには転倒時ガス遮断装置や不

完全燃焼防止装置等、安全装置付きガス機器の開発・普及に努めています。

ガス設備点検�

3年ごとにお客さまを巡回訪問し、ガス配管設備や給排気設備（ガス湯沸器、ガス風呂釜等）

などの保安点検を実施し、安全確保に努めています。

お客さま
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広域一括保安体制への移行を開始 ～緊急保安体制の整備～

導管事業部　中央保安指令部　

矢野  直樹

※広域一括保安体制に移行しても、お客さまにお知らせしているガス漏れ専用電話は変更あ
りません。

　大阪ガス（株）では、従来よりお客さまからのガス漏れ通報など

に対する24時間の受付体制と緊急出動体制の整備を図ってきま

したが、より迅速かつ確実な緊急保安対応を実現することを目的

として、受付・出動指令拠点を一本化して、そこから最寄りの保安

基地の緊急車両に出動指令する「広域一括保安体制」に移行

しました。広域一括保安体制とは、これまで地域に分散していた緊

急通報窓口と出動指令機能を本社中央指令室に一本化しようと

いうものです。2004年11月に全社プロジェクトを立ち上げて検討

を続け、2006年の５月14日に、全社に先駆けて大阪市域の保安

指令センターの受付・出動指令機能を本社に移転しました。

　新しい緊急保安体制の最大のメリットは、24時間365日、豊富

な知識・技能・経験と権限を有する中央指令室の管理者（指令

統括）指揮下での受付段階からの対応が可能となり、緊急保安

対応の中でも特に重要な初期活動において、更なるレベル向上

が図れるという点です。他に、情報と指揮系統の集約によって、

人員や車両の手配などが迅速化、効率化され、お客さまのもとに

より早く到着することが期待できるという利点も挙げられます。

　この体制を支えるのは、意思決定や情報共有を支援する当

社独自の広域受付指令システムです。たとえば緊急車両には、

カーナビゲーションシステムとモバイル端末を装備しました。こ

れによって、地理に不案内なエリアの現場にもスムーズに急行

でき、現場に向かい

ながら状況把握がで

きるため、到着後は

速やかに対策に移る

ことができます。また、

現場で必要な導管

の敷設図面や、本社

中央指令室で手書

きされた指令内容な

どもリアルタイムで現

場に転送される仕組みになっています。

　以上の仕組みにより、お客さまの元へ最も早く到着できる緊

急車両を即座に選定し、エリア境界を意識せずに運用すること

が可能になりました。

　今後は、大阪以外の地域保安指令センターの受付・出動指

令機能も順次本社に移し、2006年9月には、全社広域一括保

安体制が完成する予定です。「より早く、より安全に、お客さま

にガスをお使いいただく」という、変わらないこの使命のために、

大阪ガスの緊急保安業務はこれからも進化し続けます。

筋書きのない訓練で実効性を向上 ～地震への備えと対策～

導管事業部　中央保安指令部　

宮永  佳明

地震訓練

　阪神・淡路大震災の後、大阪

ガス（株）では地震対策5カ年計

画を策定し、設備の耐震性を高

める予防対策、二次災害の防止

を目的とする緊急時対策、早期

の供給再開を図る復旧対策の3

つの対策を進め、2001年にこれ

を完了しました。当社の地震対

策は、ハード、ソフトの両面にお

いて高い水準を保っています。し

かし震災から8年目となる2003年7月には、東南海地震特別措

置法が施行されるなど、新たな地震の到来を想定した動きが見

られるようになりました。

　こうしたなか、当社では、全社地震訓練の方法を2004年から

公表するのは想定した地震規模や発生日時等に限定し、被害

内容などを事前に公表しない、いわば「ぶっつけ本番」型に変

更しました。訓練参加者は、突発的に入ってくる情報に対して

即座に対処することが求められ、本番さながらの緊張感を持っ

て訓練に取り組むことになります。このような訓練を通じて、本

当の課題を明らかにするとともに、原因の究明や防止策の検討

を一つひとつ綿密に行い、以後の対策強化に役立てています。

　さらに、今後、東南海、南海地震などの大規模災害の発生が

予想される中、当社は、ガス供給設備の津波対策（ガバナ昇圧

対策、浸水対策ブロック確立、河川第一橋梁管両端バルブ設置）

を積極的に推進していきます。

　当社はまた、それまで電話や口頭で行っていた災害情報の

収集をイントラネット上で行う「災害ポータルサイト」を作成し、

正確かつ迅速な情報収集ができるようになりました。

　地震対策に終わりはありません。これからも、お客さまの被害

を最小限に抑えるため、訓練などの地道な活動を積み重ねてい

きます。
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　また、当社だけでなく関係会社までカバーする個人情報保護

体制を新たに構築するなどの「組織的安全管理措置」、従業

員に対するeラーニングの実施などの「人的安全管理措置」、

オフィスへの入退出管理や盗難防止対策などの「物理的安全

管理措置」、またデータベースへのアクセス権管理など主として

情報セキュリティ強化を目指した「技術的安全管理措置」の4

つの視点から対策を実施しました。

　意識の定着と手順の標準化、人為的ミスの発生抑制を図り、

業務委託先への適切な監督などの対応を講じています。また、

実施状況については、組織内で自主的に点検するほか、監査

部による厳正で客観的な確認をしました。

　関係会社では、お客さまセンターの業務を委託している関西

ビジネスインフォメーション（株）や、ITシステムの構築と管理な

どを委託している（株）オージス総研など、個人情報保護に関す

る事業者認定制度である「プライバシーマーク」の認定を取得

する企業が増えており、関係会社の特性に応じてそれぞれに企

業風土への定着を図っています。

　しかし、残念なことに、2005年度には、以下の通り、関係会社

や業務委託先等でお客さま情報の紛失・流出事故が起きました。

こうしたことは、二度と起こしてはなりません。個々の事故の原

因究明と再発防止策を検討し、たとえば現場へ持ち出す情報

を必要最小限に抑え、常に携帯するよう再徹底する、業務委託

先への指導を強化する、各現場において具体作業レベルでの

改善に取り組む等、事故再発防止に向けて真摯に取り組んで

います。

■ 個人情報保護体制

個人情報保護管理責任者（ＣＰＯ）

総務・人事部門を分掌する社長補佐

個人情報管理者（お客さま情報）

リビング事業部長・エネルギー事業部長
・導管事業部長

個人情報管理者

総務・人事部門長

従業員・業務委託先

大阪ガス（株）組織長・関係会社社長

■ お客さま情報に関する事故
年月

2005年  7月

2005年  9月

2005年12月

2006年  3月

件名

関係会社での携帯端末メモリカードの紛失

業務委託先でのガス料金等の領収証の紛失

業務委託先での資料（電子データ）の流出

関係会社でのかばん盗難に伴う資料の紛失

紛失情報

お客さま情報（513件分）

お客さま情報（26件分）

お客さま情報（23件分）

お客さま情報（101件分）

特集 お客さま価値の最大化を目指して ● お客さま情報の保護�

大切な情報を守るために ～体制の強化とIT面の対策～�

　大阪ガスグループでは都市ガス供給などの業務を通じて、数多くの情報を取り扱っています。

なかでもお客さま情報に代表される個人情報の保護は、特に重要なテーマです。当社グループ

ではさまざまな安全管理措置を講じて、個人情報の保護に努めています。�

組織、人、しくみ、技術の4面からアプローチ ～大阪ガスとグループ各社での取り組み～

総務部

野々垣  誠

　大阪ガス（株）が都市ガスを供

給しているのは、約675万戸のお

客さま。安全・快適に、かつ安定

してガスをお使いいただくためには、

これらのお客さまのお名前やご

住所をはじめ、ガスのご使用量や

ガス機器の修理の履歴などの情

報が欠かせません。当社では、か

ねてよりお客さま情報などの個

人情報の重要性を十分に認識し、

適切な運用に努めるとともにデータの管理徹底を図ってきました。

さらに、急速なIT化の進展による情報漏えいリスクの増大や、

2005年４月の個人情報保護法の全面施行を背景に、社内の

規程・マニュアルや管理体制を再点検し各種安全管理措置を

行い、より一層の適切な運用管理の強化を図っています。

　その第一歩が、プライバシーポリシー「お客さま・株主さま等

の情報の取扱いについて」の公表と全社的な体制のさらなる

整備・構築です。プライバシーポリシーとは、当社のお客さまと

株主さまに関する個人情報の取扱い方針を定めたもの。情報

管理や開示、提供などについて個人情報保護法に則った規

則を定めています。2005年3月からホームページ上で公表する

とともに、検針時にすべてのお客さまにこのお知らせを配布し

ました。

従業員等情報
その他の個人情報（ （
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グループの風土としての定着を図る ～お客さま情報保護への取り組み～

継続的な情報セキュリティの強化 ～ITにおける取り組み～

現場携帯用カード「大切な個人情報を正しく取り扱うために」

　一般のお客さまには、新規に

ガスの利用契約をされる際にお

渡ししている「あんしんガイド」に

よって、お客さま情報の利用目

的とルールについてご案内して

います。さらに2005年3月からは、

お客さま情報の開示専用のフリ

ーダイヤルを開設し、開示の手

続きに関するお問い合わせなど

の個別のお申し出に対応。窓口

を一本化することで、ルールに基づいた適切な対応の徹底を図

りました。ガス業界のガイドラインに基づいて1991年にまとめら

れた初版以来、改定を続けてきた「お客さま情報取扱いマニュ

アル」（1998年以前は「個人情報取扱いに関する基準」と呼称）

も、2005年4月に大幅な改定を実施し、個人情報保護法に準

拠した内容に改めています。

　個人情報保護はグループの風土として根付かなければ、実

効性は期待できません。全員が意識と知識を共有することが大

切です。そのためにマニュアルの内容を具体的な行動レベル

で解説し、業務の中に組み入れていくためのツールとして制作

したのが、冊子「大切な個人情報を正しく取り扱うために」。個

人情報の概念や個人情報保護法の主旨、個人情報を守るた

めの留意点などについて事例に即したイラストで紹介している

ため、誰にでも分かりやすく正しい知識が身につきます。ほかに

も従業員一人ひとりが日々の業務を行ううえで常に携帯し、折

に触れて確認できるように個人情報保護の重点項目を記載し

た「現場携帯用カード」もリビング事業部の全従業員に配布。

主要な業務委託先などに対しては、リビング事業部による自主

監査も定期的に実施しています。リビング事業部　お客さま部

荻野  真吾

　料金計算からはじまった当社のIT化は今や業務のあらゆる分

野に及び、個人情報管理にもコンピュータが大きな役割を果た

しています。当社で業務に使用している端末は約10,000台を

数えており、そのすべてが大切な情報の処理を行っているのです。

そこで重要度を増しつつあるのが、ITによるセキュリティの強化

です。当社では従来からセキュリティの強化とコスト削減の両立

を目指して、社内のITインフラの徹底した標準化と、保有するデ

ータのコンピュータセンターへの集約化を図り、システム体系を

全面的に見直すことで、情報セキュリティの管理レベルを大きく

向上させました。

　一方、ソフト面では、ルールの整備、チェック・フォローの強化、

システム・運用面の強化、それに教育・啓発の４つの面から対

策を講じてきました。「ルールの整備」ではコンピュータネットワ

ークの適正利用に関する規程をはじめとした規程やガイドライン

の制定を、また「チェック・フォローの強化」では、情報システム

に関するリスク評価結果に基づいたセキュリティの強化・改善

や情報セキュリティに関する定期的な自主監査などを実施して

います。「システム・運用面の強化」では、ICカードによる端末

のコンピュータセキュリティや全端末へのウイルス対策ソフトの

導入などを実施しており、外部へ公開しているサーバについて

は外部監査により弱点がないかを探るなどの取り組みも行って

います。そして「教育・啓発」では、eラーニングなどにより全従

業員のセキュリティ知識習得と意識の向上を目指しています。

　こうした取り組みによって、当社の情報セキュリティはかなり

高いレベルになったといえます。しかし、ITの世界は技術の進展

のスピードが非常に早く、これで充分ということはありません。当

社は、今後とも継続的にセキュリティの向上を図っていきます。

ICカード（社員証）を利用したコンピュータセキュリティの強化
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　「サービス第一」を社是とする大阪ガス（株）ではお客さまと

直接に対応する部門だけでなく、サービスチェーン等も含めたガ

スグループ全体の従業員全員がすべての業務でお客さま満足

を第一とする事業活動を行ってきました。1990年からは、「全社

サービス統括」（役員）のもと、お客さまに対するサービス水準

の維持・向上を全社一丸となって推進しています。都市ガス供

給という公益性の高い事業に取り組むうえでの基本的な考え

方として、「お客さま満足第一」はガスグループの企業風土とし

てすっかり定着しています。

　さまざまな窓口やお客さま先、あるいは電話などで、当社の担

当者がお客さまに応対する機会は、年間で約2,000万回もあり

ます。なかでも多いのが、年間370万回を数える電話によるサー

ビスのお申し込みやお問い合わせです。こうしたお問い合わせ

にワンストップサービスで対応することを目的に、1985年からお

客さまからの電話を受ける「お客さまセンター」を設置するととも

に、1987年からガスグループの業務と通信ネットワークを介して

連携し、迅速かつ的確なサービスをお客さまにお届けする「ハロ

ーサービス」を全社展開してきました。その後、1999年から

2001年にかけて各地域に分散していた「お客さまセンター」を

2ヵ所に集約しました。同時に、それまでのシステムを見直し、最

新の情報通信技術を駆使した「新ハローシステム」を導入。業

務対応の迅速化や連絡ミスの低減、あるいは訪問約束時間を

きめ細かく設定することなどによって、サービスのより一層の向

上を図っています。

ＩＴ技術によるサービスの向上 ～お客さまセンターとハローサービス～

お客さまの声をサービス改善に ～Ｃ－ＶＯＩＣＥ～

特集 お客さま価値の最大化を目指して ● ステークホルダーの方々との対話�

■ C－VOICEに寄せられた声 （件）

2003年度 2004年度 2005年度

苦情

ご不満・ご意見・ご要望

感謝の声

464

7,015

1,513

274

5,774

1,688

227

4,925

2,307

　お客さまセンターに寄せられるのは、お申し込みやお問い合

わせだけではありません。苦情やご不満、ご意見、ご要望、ある

いは良かった点についての感謝の声など、当社のサービスレベ

ル向上や業務改善のうえで貴重な示唆をいただくことが多々あ

ります。こうした声を的確に把握し、活用するための仕組みが「Ｃ

－ＶＯＩＣＥ」です。これは、窓口にお寄せいただいた声を集約す

るデータベースシステムで、詳細な見出しをつけることで検索性

を高めています。そのうえで、担当部署や一般の社員にイントラ

ネットを通じて配信するとともに、社長をはじめとする経営幹部に

も当日中に情報を伝達することによって社内での共有化を図っ

たり、抜本的な対策を講じることがねらいです。

　ご意見をデータベース化することで、ご不満に至るヒューマン

エラーの傾向が見えてきます。そのような場合でも業務の仕組

みを改善することや、従業員に注意喚起を行うことでヒューマン

エラーを減らすことができます。お客さまの声が業務改善の大き

なヒントになるのです。このような取り組みの結果、実際にデー

タを見てみると、過去3年間で苦情やご不満は減るとともに、感

謝の声の数が増えていることも分かります。

　Ｃ－ＶＯＩＣＥに寄せられたご意見をもとに、「ほっと料金」や「ホ

ームエコ料金」などを契約されて

いるお客さまに、一般料金との

差額を「お得度表示」としてお

伝えしたり、機器修理訪問に当

日出動できるサービスショップの

数を増やすなどの取り組みも開

始しました。お客さまの声のなか

にこそ、お客さま満足度向上の

大きなヒントがあるはずです。より

よいサービスを展開するために、

今後もＣ－ＶＯＩＣＥをさらに活用

していく予定です。

多くのお客さまの声を経営に生かす ～広報広聴活動の推進～�

　公益事業を営む大阪ガス（株）にとって、お客さまのお申し出やご意見、ご要望は、事業の方向

性や進め方を考えるうえで最も重要なファクターのひとつです。当社は、さまざまな機会を通じ

て多くのお客さまの声に耳を傾け、企業経営に反映させるよう心がけています。�

リビング事業部　お客さま部　

藤田  明人
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オピニオンリーダーとの意見交換 ～消費者団体さまとの対話の推進～

「Ｃ－ＶＯＩＣＥ」のフロー図

　環境問題や規制緩和など、エネルギー業界を取り巻く経営

環境が大きく変化を続けるなかで、当社に求められる社会的責

任も、より一層高まり、多様になっています。このような時代にあ

って、オピニオンリーダーとして活動されている消費者団体やNPO・

NGOの方々は、当社へのご意見をいただける大切なアドバイザ

ーです。当社では関西各地区の消費者団体の代表の方によっ

て組織される関西消費者団体連絡懇談会さまとの間で、定期

的な懇談会を開催しています。この会は、消費者団体のご代表

と当社の経営幹部が直接意見交換させていただく形で、毎年

開催しています。

　ここ数年は、環境保全やコンプライアンスに関するご質問が

多く寄せられるようになりました。ＣＳＲに対する皆さんの関心の

高さに、私たちの責任の重大さをあらためて感じます。本来業

務である都市ガス供給事業についても「エネルギーの規制緩

和は、長期的に見た場合に本当に消費者の利益につながるの

か」など、斬新な視点からの問題提起をいただくこともあります。

　社外の方から当社にいただく厳しいご意見やご指摘は、当社

がお客さまの期待にお応えしていくうえで貴重な財産であり欠

かせないものです。生活者としての立場を踏まえたご意見も多く、

主婦である私自身、共感できる

点がたくさんあります。

　また、各地域の当社事業所で

は地区支配人やコミュニティ室

が中心となって、地域社会とのコ

ミュニケーション活動を行ってい

ます。こうした場で頂戴した声も、

社内の担当部署や経営幹部に

届いています。消費者団体や

NPO・NGOの方々からは、お客

さまに期待され信頼される企業であり続けるための当社の企業

姿勢について、常に貴重な示唆をいただいています。

　多くの方からいただいた声を施策に反映させるのが私たちの

使命ですが、大切なことはたったお一人の意見でも真摯に受け

とめる姿勢。もしかするとそのご意見は、会社を大きく改善でき

るご意見かもしれません。今後は、子どもさんやシニアといった

幅広い層の方 と々のコミュニケーション活動も充実させていき

たいと考えています。

リビング事業部　お客さま部　

橋本  純子

お
客
さ
ま

当
社
窓
口

C-VOICE
データベース

《情報の共有化》�

経営幹部

一般社員

対応�
連絡� 分析�

起因組織 お客さま部 本社担当組織

《お客さま対応》� 《お客さまの声に基づく業務改善》�

登
録�

ご
意
見�

発
信�

閲
覧�

提言�

関西消費者団体連絡懇談会さまとの懇談

創造する価値を�
新たなレベルに�

　消費者からの苦情や意見を受け付ける窓口の設置は多くの企業で行われている。消

費者からの声は、事業者から見た角度とは違った側面を映し出す。その真意と背景をく

み取ることができるかは、事業者の資質が試される局面である。大阪ガスのC―VOICE

の活用に期待したい。

　製品事故が発生した際に、事業者は新聞に社告を掲載する。ある調査によれば、そ

の社告に対して消費者は、「スペースや文字が小さい」「タイトルから問題の重大性が

わからない」「危険の度合いが判断できない」と指摘している。事業者の思いだけでは

コミュニケーションが成り立たないことは明瞭だ。

　消費者の声を経営に生かすことは簡単ではないが、避けて通れば回り道をすることに

もなりかねない。100年の歴史を刻み、「価値創造の経営」を目指す大阪ガスの社会的

責任は、ステークホルダーの価値を新たなレベルに引き上げることではないだろうか。

全大阪消費者団体連絡会
事務局長　

飯田  秀男  様
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お客さま価値～お客さまごとの事業活動 ● お客さまの快適な暮らしとビジネスの発展に貢献�

キッチンライフ

ミストカワック

すべてのお客さまに�

ご家庭のお客さまに�
ガスのある快適で豊かな暮らしのご提供�

　大阪ガス（株）では、ガス料金の継続的

な低廉化に向けて、「経営全般にわたる

コストダウン」「家庭用床暖房、ガス空調、

コージェネレーション等、設備効率の向上

に資するガス需要の開発」を図るとともに、

多彩な料金メニューの充実を図っています。

　家庭用の料金メニューには、ガス温水

床暖房をお使いいただくとガス料金がお

得になる「ほっと料金」、ガスコージェネレ

ーションシステム「エコウィル」をお使いの

お客さま対象の「ホームエコ料金」、ガス

冷暖房をお使いの方に「家庭用空調料金」、

床暖房と浴室暖房乾燥機とガスコンロを

セットでお使いの方に「ほっと料金まるご

と割引」等があり、35万件を超えるお客さ

まにご利用いただいています。また、2005

年7月からは潜熱回収型の高効率給湯器

（エコジョーズ）をお使いのお客さま対象

の「エコジョーズ料金」も実施しています。

　業務用・産業用のお客さまには、使用

実態に合わせた多彩な選択約款料金を

ご利用いただいています。

　大阪ガス（株）は、炎・お湯・電気と自

在に形を変えることができる天然ガスと、

バリエーション豊富なガス機器により、お

客さまに「4つのベネフィット（環境性・ 経

済性・快適性・安全性）」をご提供します。

　また、ガスが作る快適性を「マイホーム

3文化」として、ご提案しています。

多彩な料金メニューサービス�

　天然ガスは、CO2排出量の少ない環境に優しいエネルギ

ーです。また、マイホーム発電「エコウィル」や潜熱回収給湯

器「エコジョーズ」など、エネルギー効率の高い機器の提供を

通じ、環境負荷軽減に貢献します。

4つのベネフィット� マイホーム3文化�

●環境性　～エコロジー・ウィズガス～

　炎を自在にコントロールし、

簡単な調理から本格的な調理

まで対応できる「ガスコンロ」を

はじめ、「ガス炊飯器」「ガス高

速オーブン」等で、多様化する

食へのニーズに応え、ご家庭で

の食文化を応援します。

●マイホームクッキング�

　環境意識の高まりとともに、使用する場所で発電する分散

型発電が注目を集めています。それをご家庭で実現したのが、

マイホーム発電「エコウィル」です。

（「エコウィル」については、P.46をご参照ください）

●マイホーム発電�

　ご家庭で手軽にミストサウナを楽

しめる「ミストカワック」。美容、健康、

リラクゼ―ションニーズの高まりに対

して、さまざまなタイプの本格ミストサ

ウナをご提供しています。

●マイホームエステ�

　ご使用いただくガス機器の組み合わせによって、お得な料

金体系を用意しています。「ホームエコ料金」なら１年間で約

4万円、「エコジョーズ料金」なら約１万円のメリットがあります。

●経済性　～エコノミー・ウィズガス～

　ガス温水床暖房「ヌック」、美容・健康・リラクゼーションを

ご家庭の浴室で楽しめる「ミストサウナ」、先進の機能による

利便性と美しさを併せ持つ「ガラストップコンロ」等、快適性

を提供します。

●快適性　～グッドライフ・ウィズガス～

　安全性を高めたガスコンロをはじめ、ガスに関する安全はも

ちろん、ガス以外も含めた暮らし全体の安心をご提供します。

例えば、警報から出動までの本格的なホームセキュリティを

実現する「アイルス」や家財の破損を補償する「家財保険」

等で、皆さまの暮らしを見守ります。

●安全性　～セーフティ・ウィズガス～

Webでさらに詳しく

Webでさらに詳しく
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業務用・工業用のお客さまに�

　大阪ガス（株）では、重油などをお使い

の工業用のお客さま向けに新型バーナ

や炉を開発するなど、環境負荷が少なく

省エネルギーに貢献する天然ガスへの転

換を推進しています。また、高効率ガスエ

ンジンヒートポンプ（GHP）・吸収式冷温

水機の開発によるガス空調のさらなる普

及拡大、低NOx・低CO2の天然ガス自動

車の開発・普及などを通じて、天然ガス利

用・用途の拡大を図っています。

天然ガス利用・用途の拡大�

エネルギーソリューションの提案�

ガス機器の早期修理対応�

サービス水準の一層の向上を目指して�

　大阪ガスセキュリティサービス（株）では、

ホームセキュリティ「アイルス」をご提供

しています。これは、NTT西日本のインタ

ーネット回線を利用し、携帯電話と連動

させた先進のホームセキュリティサービス

です。防犯面での24時間の「安全」「安

心」だけでなく、ホームオートメーションなど、

新しい暮らしの「快適さ」を実現しています。

ホームセキュリティ「アイルス」�

お客さまごとにカスタマイズしたバーナ

発電量に応じた
サービス料金

・燃料供給
・オペレーション、
  メンテナンス
・エネルギー
  マネジメント
  サービス

　家庭用ガス機器の修理における「ご希

望日からその翌日まで」の修理完了率（「0

－1完了率」）の維持・向上を目標に、修

理作業者の技術向上や要員配置・部品

配送体制の見直しなどの取り組みを積極

的に行っています。2005年度の「0－1完

了率」は、目標である90％を達成しました。

ガス機器修理受付の範囲拡大�

　2005年4月より、日祝日を含む年間

362日（正月3が日を除く）の受付出動を

実施しています。また、2005年10月からは、

他社ブランド品も対象に加え、当日に機

器修理にお伺いできる受付時間帯を、従

来の「午前中まで」から「午後3時まで」

に拡大しました。

お客さまセンターでの受付

■ EcoWave（発電連動型エネルギーサービス）

　大阪ガスグループでは、業務用・工業

用のお客さまの多種多様なエネルギー

ニーズにお応えするため、お客さま先の

設備に合わせてカスタマイズした技術開発・

エンジニアリング活動に加え、多彩なエ

ネルギー・ソリューションメニューを取り揃

えています。

　例えば、お客さま施設に当社グループ

がガス設備を持ち込み、エネルギー使用

量に応じてサービス料をいただく発電連

動型エネルギーサービス「EcoWave」は、

初期投資を抑えたい、所有資産を増やし

たくない、というお客さまニーズに応え、ご

採用物件も約450件に達しています。また、

分散した拠点のガス設備の遠隔監視・

操作が可能になるIT技術「スカイリモート」

（GHP用）・「エコーライン」（コージェネ

レーション用）はエネルギー利用のモニタ

リングならびにエネルギーシステムの運

転管理を一元的に行いたいオーナーさま

から好評をいただいています。

　「保安」も当社グループの重要なソリ

ューションメニューのひとつです。大口ユ

ーザーさまを対象に、お客さま1件1件の

ニーズに合わせたオーダーメードの点検

メニューを提供するとともに、設備の稼動

停止が許されない業務用・工業用のお

客さまを24時間バックアップしています。

　今後とも、当社グループでは、エンジニ

アリングから、IT、ファイナンス、メンテナ

ンス、保安に至るあらゆる技術、ノウハウ

を活かし、省エネルギー、省コストを実現

するなど、お客さまの付加価値をさらに高

めるガス設備、システムの提案を行って

いきます。

Webでさらに詳しく
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社会価値～コンプライアンス ● 法令等遵守と企業倫理の確立�

大阪ガスグループ企業行動基準�

　大阪ガス（株）は、公益事業者として

の使命を達成し、お客さまをはじめとする

地域や社会の共感を得る企業活動を展

開していくために、1998年10月に「大阪

ガス企業行動指針」「関係会社企業行

動指針」を定めるとともに、大阪ガスグル

ープの役員･従業員が守るべき具体的

な行動基準として「大阪ガスグループ企

業行動基準」を2000年2月に制定して

います。

　「大阪ガスグループ企業行動基準」は、

大阪ガス（株）および全ての関係会社に

適用される行動基準であり、人権の尊重、

環境保全への配慮、製品等の安全性

の確保、公正な取引の実施など15項目

からなっています。状況に応じて随時改

定を行い、内容の充実と最新化を図って

います。2006年4月には「大阪ガスグル

ープCSR憲章」の制定に併せて、4回目

の改定を行いました。

コンプライアンス推進体制�

　大阪ガスグループのCSR活動を統括

する役員（CSR統括）を委員長として、

大阪ガス（株）の役員、中核会社社長お

よび労働組合代表、社外有識者等から

なるCSR委員会を設置しており、当社グ

ループにおけるCSRに関する事項につ

いて調整、推進を行っています。コンプラ

イアンスはCSRの基盤、前提条件と位

置づけ、CSR委員会においてコンプライ

アンスの方針・施策の審議や状況等の

把握を行っています。

　また、コンプライアンス推進の専任部

署として2003年4月にコンプライアンス

部を設置し、コンプライアンスに関する

啓発・研修、行動基準のタイムリーな改

定や情報提供、コンプライアンス・デスク

（内部通報制度）の運営等、当社グルー

プにおけるコンプライアンスの徹底を図

っています。

　さらに、大阪ガス各組織および各関係

会社には、コンプライアンス推進責任者､

同担当者（125人）が選任されており、各々

の組織におけるコンプライアンス活動の

立案･推進および啓発・研修を行ってい

ます。

（注）体制図は、P.10参照

コンプライアンス・デスク（内部通報制度）�

　大阪ガスグループでは、法令等の遵

守に関する相談や報告を受け付ける内

部通報制度として「コンプライアンス・デ

スク」を2003年度から設置しています。

大阪ガスグループの従業員、派遣社員

から年間約30件の相談や報告が寄せら

れています。受け付けた相談・報告に対

しては、調査が必要かどうかを検討のうえ、

公平かつ公正な事実調査を行い、必要

な是正策・再発防止策を講じています。

　また、2006年4月の公益通報者保護

法の施行に伴い、利用対象者を取引先

に拡大するとともに、より一層通報が寄

せられやすいように中核会社各社にも

通報窓口を設置しました。

コンプライアンスへの取り組み�

大阪ガスグループの従業員､派遣社員､取引先

相談・報告

フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク

コンプライアンス・デスク

CSR統括／CSR委員会

コンプライアンス部／中核会社等／社外弁護士事務所

電　話 面　談 文　書 電子メール

「CSR憲章／企業行動基準」と「コンプライアンス事例集」を
 全従業員に配布し、周知・徹底しています
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社内教育�

　コンプライアンスを浸透・定着させるた

め毎年階層別に研修を実施しています。

2005年度は8,084人がコンプライアンス

研修（一般従業員向け）を受講し、これ

でグループの全従業員に対するコンプラ

イアンス研修を一巡しました。

　今後も継続してコンプライアンス研修

を実施する計画です。

社内アンケート�

　コンプライアンスの定着状況を把握し、

今後の施策に反映するため、毎年1回、

コンプライアンスに関するアンケート調

査を実施しています。大阪ガスグループ

従業員から無作為に選んだ4,000人を

対象にWebによる無記名アンケート方

式で行っており、回答率は約8割です。

　2005年度は3回目の調査となりますが、

「コンプライアンス」「大阪ガスグループ

企業行動基準」は９割以上、「コンプライ

アンス・デスク」は８割以上が「知っている」

と回答しています。

　日常の経理処理や個人情報保護など

の職場でのコンプライアンス取り組み状

況についての問いに対しては、いずれも

前回より上昇しており、コンプライアンス

に関する意識や行動レベルが着実に上

がってきていると考えています。

　「コンプライアンス・デスク」のより一

層の認知度の向上、従業員個人の行動

レベルでの活性化が今後とも必要であり、

継続してコンプライアンスの推進に取り

組みます。

■ 最近3年間のコンプライアンス研修の実績

■ 社内アンケート結果（抜粋）

研修方式研修対象
2003年度 2004年度

受講者数（人）

2005年度

経営幹部

管理・監督者（新任者含む）

コンプライアンス推進担当者

一般従業員（新入社員含む）

社外専門家による講演会

eラーニング、集合研修

集合研修

集合研修

150

224

－   

6,389

160

1,643

69

73

170

811

110

8,084

「コンプライアンス」の意味

「行動基準」の内容

「コンプライアンス・デスク」の内容

2005
年度 98

（％）

2004
年度 95

2005
年度

2004
年度

2005
年度

2004
年度

94

91

84

81

2

5

6

9

16

19

■ 知っている

■ 知らない

個人情報は厳重に管理

社内規程・マニュアルなどは十分に周知

2005
年度

2004
年度

2005
年度

2004
年度

39 10 150

25 54 18 3

24 58 16 2

19 57 21 3

■ そう思う　

■ どちらかといえばそう思う　

■ どちらかといえばそう思わない　

■ そう思わない

　2002年から2005年にかけ、天然ガス

自動車用等のガス充填スタンドであるエ

コ・ステーションの建設受注に関わり、

関係会社において独占禁止法上疑念

のある行為があったことが分かりました。

　従来からコンプライアンスは企業の

存立条件であるとの認識のもとに当社

グループ全体にコンプライアンスを推進

してきたにも関わらず、このような不適切

な行為があったことは誠に遺憾であり、

深く反省いたします。

　公正取引委員会の調査に全面的に

協力するとともに、再発防止策として、

当該関係会社において当該建設事業

からの撤退、業務フローの再点検、社員

全員を対象とした基準類の再教育等を

実施しました。大阪ガスグループ全体に

おいても、経営幹部会議によるコンプラ

イアンスの再徹底、全従業員を対象と

する教育の実施による大阪ガスグルー

プ企業行動基準の周知徹底、大阪ガス

グループ企業行動基準に基づく業務の

総点検等を実施します。

　今回の事態を厳粛に受け止め、コン

プライアンスなくして社会から信頼を得

られないことを肝に銘じ、二度とこのよう

なことを起こさないよう、大阪ガスグルー

プあげて、より一層のコンプライアンス

の強化に取り組みます。

エコ・ステーションの建設受注に関わる不適切な行為について�
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社会価値～環境マネジメント ● 環境保全はCSRの重要な柱�

環境行動推進体制�
体制と役割�

　大阪ガスグループではCSRに関する事

項について組織横断的に調整、推進を

行うCSR委員会において、環境に関する

施策の審議とフォローを行い、グループ

全体の環境行動を推進しています。また、

具体的に施策の立案・実施・フォローを

行うために、CSR委員会の下に、「エネル

ギーと地球環境」検討会議を設置すると

ともに、各組織単位にも環境行動推進

体制を確立しています。 

（注）体制図は、P.10参照

環境に関する法律違反、罰金�

　2005年度において、環境に関する法律違反、罰金はありませんでした。

■ 大阪ガス（株）ISO14001認証取得状況

　地域および地球規模の環境保全は、エネルギービジネスを中心に事業展開する大阪ガスグループにとって極めて重要

な使命であります。大阪ガスグループは、我々のあらゆる活動が環境と深く関わっていることを認識し、その事業活動を通じ

て環境との調和を図り、エネルギーと資源の効率的利用を実現することによって、持続可能な社会の発展に貢献します。�

環境との調和と持続可能な社会への貢献（大阪ガスグループCSR憲章より）�

環境行動基準�

　大阪ガス（株）はこれまで右表のように

ISO14001の認証取得を進めてきました。

2005年度は、3事業部（導管事業部、エ

ネルギー事業部、リビング事業部）が認

証を取得し、これをもって全社を7つの

EMSでカバーすることができました。

　今後はEMSの全社統合を目指してい

く予定です。

大阪ガス（株）のISO認証取得状況�

環境マネジメントシステム（ＥＭＳ）導入計画�

　大阪ガスグループ全体で効果的かつ

整合性のとれた環境保全活動を積極的

に展開していくため､関係会社において

2008年度までにISO1400１やエコアクシ

ョン21、KESのような外部認証型EMS、

または大阪ガスが独自に認証する大阪ガ

ス版EMSのいずれかを導入します※。特に、

中核会社については2006年度中に導入

を完了します。

※ 日本国内の従業員11人以上の関係会社

関係会社におけるＥＭＳ導入状況�

大阪ガスグループの事業活動が環境に与えている負荷を軽減します。そのために環

境マネジメントの強化を図り、グループ各社での省資源、省エネルギーを推進します。

大阪ガスグループは、環境にやさしい天然ガスをはじめ環境負荷軽減に寄与する製品・

サービスを提供し、お客さまとともに環境負荷の軽減に努めます。そのために、より環境

保全に貢献する技術・システムの開発・普及を図るとともに資源の再利用を促進します。

大阪ガスグループが事業活動を営む地域および国内外における環境改善に取り組

みます。

Ⅰ.大阪ガスグループの事業活動
における環境負荷の軽減�

Ⅱ.大阪ガスグループの製品・サー
ビスによる環境負荷軽減への
貢献�

Ⅲ.地域および国内外における�
     環境改善への貢献�

組織長

環境推進担当者

環境推進会議
委  員  長 ：
メンバー ：

組織長
各チーム責任者

事務局

ガス製造・発電事業部

エンジニアリング部（工事部門）

本社ガスビル

エネルギー技術研究所

導管事業部

エネルギー事業部

リビング事業部

1997年10月

2001年  3月

2001年  9月

2002年  7月

2005年  5月

2006年  2月

2006年  3月

部門名 取得時期

■ 関係会社におけるＥＭＳ導入状況

ISO14001

エコアクション21�

KES

大阪ガス版EMS

9社

1社

－

7社

12社

－

2社

1社

認証取得済み 2006年度
認証取得予定

詳細はP.42をご覧ください。

■ 各組織ごとの環境行動推進体制
    （導管事業部の例）
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重要な環境負荷を「金額換算」して指標化�

環境経営指標 －大阪ガス（株）の都市ガス事業に関して�

　大阪ガス（株）は2003年度から「環境

経営指標」を導入・運用しています。事

業に伴う環境改善の進み具合を単一指

標で表し、環境経営の進展度合いを一

元的に評価するため、各環境負荷発生

量および基準年度（1998年度）からの

環境負荷抑制量の金額換算を行ってい

ます。「環境経営指標」の策定にあたっ

ては当社の事業特性を考慮して、当社

の事業活動およびお客さま先における

主要な環境負荷（CO2、掘削土の最終

処分量、産業廃棄物・一般廃棄物の最

終処分量、NOx、COD※）について、負

荷の発生量と、発生抑制量を金額換算し、

環境負荷の軽減を定量的にフォローす

る仕組みにしています。

　「環境経営指標」は、「基準Ⅰ：当社

事業における環境負荷の軽減」について、

「環境経営効率」「環境負荷抑制量金額」

「環境負荷抑制金額」の3つ、「基準Ⅱ：

お客さま先における環境負荷軽減への

貢献」について、「環境負荷抑制量金額」

「環境負荷抑制効率」の2つの指標を設

けています。2005年度中期環境目標に

基づいた目標値を設定し、いずれも目標

を達成しました。なお、「環境経営効率」

はガス販売量あたりの環境負荷発生量

をフォローするものです。環境負荷発生

量を金額換算したものを、ガス販売量で

割って求めます。数字が小さくなれば、そ

れだけガス販売量あたりの環境負荷が

軽減されていることになります。

※ 化学的酸素要求量。数値が高いほど水中の汚染物質の
量が多いことを示す。
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（円／千ｍ3）
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360
314

273
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実績値 目標値

実績値 目標値

実績値 目標値

実績値 目標値

実績値 目標値

「基準Ⅰ：当社事業活動における環境負荷の軽減」の指標�

「基準Ⅱ：お客さま先における環境負荷軽減への貢献」の指標�

■ 環境経営効率（円／千ｍ3）

+ +

自社業務における
環境負荷発生量の金額換算値

ガス販売量

■ 環境負荷抑制量金額（億円）

自社業務における
環境負荷抑制量の金額換算値

■ 環境負荷抑制効率（円／千ｍ3）

自社業務における
環境負荷抑制量の金額換算値
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=

=
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■ 環境負荷抑制量金額（億円）
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抑制量の金額換算値

お客さま先における
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■ 環境負荷抑制効率（円／千ｍ3）
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主要施策 目標項目 2005年度

Ⅰ.事業活動における環境負荷の軽減�

Ⅱ.製品・サービスによる環境負荷軽減への貢献�

Ⅲ.地域および国内外における環境改善への貢献�

都市ガス事業におけるCO2排出抑制のた
めの省エネルギー対策推進

ガス導管工事における掘削土の発生抑制
と再生利用の促進

廃棄物の削減と再生利用率向上
（一般廃棄物・産業廃棄物）

天然ガスおよび省エネルギーシステム・
機器の普及促進

ガス機器・システムの高効率化技術開発

NOx等低減技術開発促進と低NOx機器
の普及促進

ガス機器・システムの回収・リサイクル

ガス機器システム以外の
新技術開発

NOx排出抑制

ガス導管材料のリサイクル

グリーン購買・調達の促進

天然ガス自動車の普及促進

ガス機器等のエコデザイン

国内外における環境貢献

地域での環境貢献

環境マネジメントシステムの整備と充実

ガス販売量１ｍ3あたりのCO2排出量※１

掘削土の最終処分量

掘削土の再生利用促進

【製造所以外】

【製造所】

社内への天然ガス自動車（ＮＧＶ）導入

廃ポリエチレン管のリサイクル率

お客さま先でのCO2排出量抑制

お客さま先でのエネルギー消費量抑制

ガスエンジンコージェネレーションの効率向上

冷暖房機器の高効率化

家庭用温水機器分野

家庭用コ－ジェネレーション分野

低NOx乾燥機の商品化

低NOxボイラの商品化

充填所設置箇所

家庭用分野

回収率の向上

リサイクル率の向上

環境技術の普及

公共施設等における環境負荷低減への貢献

有害物質処理技術

環境一善活動の推進

環境啓発活動の推進

グリーン購買の拡大

グリーン配送の促進

ゼロエミッションを目指す

一般廃棄物の削減と
再資源化率

産業廃棄物の削減と
再資源化率

ISO14001の認証取得

Ｐ．36

Ｐ．53～55

Ｐ．50～52

Ｐ．47

Ｐ．38

Ｐ．38

Ｐ．38

Ｐ．40

Ｐ．40

Ｐ．39

Ｐ．39

Ｐ．39

Ｐ．27

Ｐ．44

Ｐ．44

Ｐ．45

Ｐ．46

Ｐ．46

Ｐ．47

Ｐ．47

Ｐ．52

※1 購入電力の使用によるＣＯ2の排出量は火力平均係数で算出した。
　　この考え方についてはＰ．36参照

　大阪ガス（株）は2000年度に策定した「2010年度環境目標」の早期達成に向け、2003年度に具体的な行動目標と

して「2005年度中期環境目標」を策定しました。この中で定量目標24項目を含む34項目を定めて環境活動を推進して

きましたが、2005年度までに32項目で目標を達成しました。�

（12）1998年度に比べ2005年度の都市ガス販売増加量
レーションシステム、ガス空調システムなどの普及促

（13）1998年度に比べ2005年度の都市ガス販売増加量
ョンシステム、ガス空調システムなどの普及促進により、

（14）発電効率を1998年度比13％向上した大型機種
　     （発電効率38％→43％以上）
（15）発電効率を1998年度比20％向上した高効率ミラー

1,000kW）を商品化する（発電効率35％→42％以上）

（16）効率を1998年度比60%向上した大型吸収冷温水

（21）家庭用コージェネレーションシステムを商品化する

（17）効率を1998年度比50％向上したGHPを商品化する

（18）熱効率を1998年度比16%以上向上したコンデンシ

（19）上記の機器の商品バリエーション拡大
　     ・給湯暖房機（1機種→3機種）
　     ・ふろ給湯器で新規に商品採用

（20）小型給湯器の熱効率を1998年度比7%向上した機
　     （標準燃焼状態で75％程度→80％以上を確保）

（22）超低NOx（15ｐｐｍ以下）直焚き業務用衣類乾燥機

（23）NOx発生を1998年度比33%改善した低NOx温水
　     （60ppm→40ppm以下）

（24）44カ所（2001年度）→90カ所�

（25）天井設置浴室暖房乾燥機のコンパクト・軽量化（2000

（26）シュリンク梱包の拡充継続

（27）大阪ガスグループ全体として、主要な使用済みガス

（28）当社回収システムで回収した主要な機器のリサイク

（29）触媒湿式酸化プロセス、廃塩酸再生システム技術の

（31）清掃工場や下水処理場等の未利用エネルギーを活

（30）ＶＡ菌根菌を利用した植林技術の普及、拮抗微生物

（33）各事業所における、地域と一体となった環境活動の

（32）ダイオキシン処理技術の開発と商品化

（34）当社施設を利用した環境学習や啓発イベントの開催、

（1）25ｇ-CO2/ｍ3（1998年度）→19ｇ-CO2/ｍ３以下         

（10）最終処分量約4,400ｔ（1998年度）→1,760ｔ以
　     再資源化率55％（1998年度）→80％以上�

（3）約38万ｔ（1998年度）→7万ｔ以下（約80％削減） 

（2）19％（1998年度）→導入率50％以上�

（4）再生利用率※2 42.2％（1998年度）→69％以上�

（5）リサイクル率100％の維持と廃ポリエチレン管リサイク

（6）文具のグリーン品購買金額比率を52％（2000年度）

（7）取引先の配送・営業車両を低公害車に切り替えてい

（8）廃棄物最終処分量（産業、一般）230ｔ（1998年度）

（9）最終処分量約1,000ｔ（1998年度）→500ｔ以下           
 　  再資源化率43％（1998年度）→75％以上�

（11）全社での2005年度までの早期取得を目指す

●環境保全はCSRの重要な柱�社会価値～環境マネジメント�

2005年度中期環境目標と実績�
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中期環境目標 2005年度の実績

17.2ｇ‐CO2/m3

29.6％�

8.4％�

発電効率44％の高効率大型機種（6,000kW）を商品化

発電効率41.5％のLG(ロングストロークミラーサイクルガスエンジン／380kW)を商品化

COP1.6の大型吸収式冷温水器を商品化

COP1.5のGHPを商品化

給湯暖房機14機種、ふろ給湯器1機種を商品化

熱効率95％のコンデンシング（潜熱回収）給湯暖房機を商品化

小型給湯器の熱効率83.5％以上達成

30ｐｐｍ以下の低NOx温水ボイラを商品化

容積を40％削減した天井設置浴室暖房乾燥機を販売中

「シュリンク梱包」など梱包材減量化を推進中

触媒湿式酸化プロセスの中国合弁販売会社にて、1号機運転開始（中国・広州）、2号機受注（マレーシア）

バイオガス・コージェネレーションの販売実績が約21,000ｋＷ（11ヵ所、19台）達成
（2001年度からの累計）

2002年度までに、ダイオキシンを99％吸着するフィルターの開発を完了
同フィルターを搭載したダイオキシン除去装置を販売中

5万ｔ�

46.3％�

77.5％�

リサイクル率100％　自社使用率100％�

88％�

低公害車利用85社※3

4ｔ（産業3ｔ、一般1ｔ）

最終処分量176ｔ�
再資源化率84％�

最終処分量1,148ｔ※5
再資源化率87％�

全社で認証取得済み

エコウィル発売中

10ｐｐｍ以下の低NOx業務用衣類乾燥機を商品化

75カ所�

リサイクル率83％�

93％�

2003年度にインドネシア政府機関に「VA菌根菌利用植林技術」を技術移転したことにより、
現地での実用化への取り組みが進行中

継続して展開中

継続して展開中

目標達成

○

○

×

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○
○

○

○

○

○

○

○

○

○

×

※5 使用済みガス機器・住設機器953tを含む

※2 掘削土の再生利用率＝ガス導管工事で使用した再生材料の利用量÷ガス導管工事で発生した掘削土の量
※3 当社への配送や営業活動等に車両を使用している、主要な取引先にアンケートをお願いし、139社より有効
回答が得られた。なお、低公害車についてはＰ.40を参照

※4 90年代で最終処分量が最も多かった93年度最終処分量1,027ｔに対し2.4％以下
　　最終処分量の目標値25ｔ以下にはリサイクル時の残渣分を含む
　　含めない場合には、最終処分量はほぼ0ｔ

に対応するCO2排出量の増加分を、ガスコージェネ 
進により、20％抑制する

に対するエネルギー消費量を、ガスコージェネレーシ
6％抑制する

（6,000kW）を商品化する

サイクルガスエンジンコージェネレーション（380～

機（100RT以上）を商品化する（COP1.0→1.6）※6

（COP1.0→1.5）

ング機器を開発する（熱効率80%→93％）

種を商品化する

を新規に商品化

ボイラ（20万－50万ｋcal）を商品化

年度比で容積40％削減、2003年度に商品化）

機器の回収率90％以上の維持・向上�

ル率80％以上に�

普及

用するシステム普及

資材の開発・商品化

継続と一層の展開

環境教育の支援

（25％削減）�

下（60％削減）�

ル製品の自社使用率の向上

→70％以上�

ただくようお願いする

→25ｔ以下※4（約90％削減）�

（50％削減）

※6 エネルギー効率を表す指数（成績係数）
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●環境保全はCSRの重要な柱�社会価値～環境マネジメント�

2008、2010年度中長期環境目標�

主要施策 目標項目 2008年度

【大阪ガス個別】�
Ⅰ.事業活動における環境負荷の軽減�

Ⅱ.製品・サービスによる環境負荷軽減への貢献�

Ⅲ.地域および国内外における環境改善への貢献�

環境経営効率の向上

都市ガス事業におけるCO2排出抑制

導管工事における掘削土の再生利用

天然ガスおよび省エネルギーシステム・機器の
普及促進

技術開発の推進

使用済みガス機器の再資源化

環境コミュニケーション活動の展開

環境関連の新技術開発とその普及
（ガス機器システム以外）

事業活動におけるCO2排出抑制

環境マネジメントシステム（EMS）の導入・定着

CO2排出抑制 発電量あたりのCO2排出量の低減

発電・熱供給以外の事業における売上高あたりCO2排出
量の低減

ISO14001、エコアクション21等の認証取得
または大阪ガス版EMS導入※8

家庭用も含めたコージェネレーションシステムの効率向上

お客さま先でのCO2排出量の抑制※5

再資源化率の向上

環境一善活動の推進

環境啓発活動の推進

環境技術の国内外への普及

再生可能エネルギーの導入促進

一層の効率向上

２１５万ｔ-CO2（対1998年度）

再資源化率９０％以上

ガス販売量千m3あたりの環境負荷発生量
金額換算値の低減※1

ガス販売量１m3あたりのCO2排出量の低減

掘削土の再生利用率の向上※2

都市ガス製造所でのゼロエミッション※3

製造所以外での一般廃棄物の削減と再資源化率の向上

製造所以外での産業廃棄物の削減と再資源化率の向上※4

都市ガス事業における廃棄物の削減と
再生利用率向上

【大阪ガスグループ】�
［関係会社］�

［発電事業］�

190円/千m3（2000年度実績

15.4ｇ-CO2/m3（2000年度実

75％以上

最終処分量をほぼゼロにする

再資源化率90％以上、最終

再資源化率95％以上、最終

各事業所における地域と一体

当社施設を利用した環境学習

・コンパクト水素製造装置の

・バイオマス、廃棄物からのメタ

・風力発電事業の取り組み推進

売上高あたりCO2排出量を 

全ての関係会社で取得・導入※9

　大阪ガス（株）は、1999年に策定した長期経営ビジョン「2010年ビジョン」のもと、「価値創造の経営」を推進してき

ました。2005年度には2003～2005年度の中期経営計画「イノベーション100」につづく2006～2008年度の新中期経

営計画「Design 2008」を策定しました。�

※１ 詳細はP．28参照                  　　
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新中期環境目標

売上高あたりCO2排出量を2004年度比4.5％減

70以下（2004年度のkWhあたりの排出量実績を100としたときの指標）

一層の効率向上

250万ｔ-CO2（対1998年度）

再資源化率90％以上

185円/千m3（2000年度実績比▲63％）

15.1ｇ-CO2/m3（2000年度実績比▲30％）

75％以上

最終処分量をほぼゼロにする

再資源化率90％以上、最終処分量100ｔ以下（2000年度実績比▲90％）

再資源化率95％以上、最終処分量170ｔ以下（2000年度実績比▲86％）

2010年度環境目標

比▲62％）

績比   ▲28％）

処分量100ｔ以下（2000年度実績比▲90％）

処分量180ｔ以下（2000年度実績比▲85％）

となった環境活動の実施

や啓発イベントの実施、学校の環境教育への支援（講師派遣等）

普及※6　　　 ・排煙を処理する新触媒技術の普及※7　　 ・吸着式消化ガス貯蔵技術の普及

ン発酵技術の開発

2004年度比3.5％減

　今回の目標設定では大阪ガス（株）個別だけでなく、大阪ガスグループにも対象を広げています。定量目標10項目を

含む17項目について、策定した2008年度および2010年度目標の達成にむけて、取り組んでまいります。�

　 　　　　　　　 ※2 掘削土の再生利用率＝ガス導管工事で使用した再生材料の利用量÷ガス導管工事で発生した掘削土の量 　    ※3 発生量の3％未満にする　    ※4 使用済みガス機器・住設機器を除く

※5 詳細はP．44参照

※6 詳細はP．50参照　    ※7 詳細はP．52参照

※8 大阪ガス（株）で独自に策定したEMS　    ※9 日本国内の従業員数11人以上の関係会社

（注） CO2排出量および抑制量の目標算定において、購入電力は0.69kg-CO2/kWhで換算した。

32



●環境保全はCSRの重要な柱�社会価値～環境マネジメント�

バリューチェーン�

　地球温暖化問題は、エネルギー事業

者にとって最も重要な環境問題のひと

つです。大阪ガス（株）は、従来より以下

の観点からこの問題に取り組んでおり、

今後より一層対策を推進していきます。

①天然ガスの普及促進

　天然ガスは、燃焼時に発生するCO２

の量が、他の化石燃料と比較して最も

少なく、また、大気汚染や酸性雨の原因

となるSOxを発生せず、ＮＯxの排出も少

ないエネルギーです。地球温暖化防止

に向け、天然ガスの普及促進に努めて

います。

②事業活動におけるCO２排出量の削減

　事業活動によって生じるCO２排出量

を削減するため、都市ガス製造所や事業

所においては、徹底した省エネルギー対

策を行っています。また、2005年度に当

社の全事業部がISO14001の認証取得

を完了し、この規格に基づく環境改善活

動を推進しています。

③お客さま先でのCO２排出量の抑制

　省エネルギー機器・システムの開発普

及により、お客さま先でのCO２排出量の

抑制に努めています。

温暖化問題と大阪ガス（株）の取り組み�

天然ガス田採掘現場および液化設備での取り組み例

●採掘現場で使用する電力の発電用燃料として、環境負

荷の少ない天然ガスを使用

●廃熱回収を実施して発電効率を上げることにより、単位

発電量あたりの環境負荷を低減

海上輸送での取り組み例

●航海中の燃料として、環境負荷の少ない天然ガスを併用

2005年度都市ガス事業における環境負荷�

海　外（大阪ガス（株）輸入相当分）� 国　内�

■ 化石燃料の燃焼生成物発生量の比較
    （石炭を100とした場合）

LNG輸入量�

800�

600�

400�

200�

0

（万t）

大気排出� 大気排出� 大気排出� 大気排出�廃棄物�

温室効果ガス排出量

40�

30�

20�

10�

0

（万t-CO2）

温室効果ガス排出量

400�

300�

200�

100�

0

（万t-CO2）
80�

60�

40�

20�

0

（万t-CO2）

■ 温室効果ガス排出量

■ LNG ■ 製造所購入電力使用量

■ 温室効果ガス排出量■ 温室効果ガス排出量

100�

50�

0

100�

75�

50�

25�

0

（t） （％）

■ 最終処分量 再資源化率

エネルギー消費�
購入電力
都市ガス
工水・上水

CO2排出量

10,444万kWh
1,322万m3

110万m3

12�

9�

6�

3�

0

（千万kＷh）

■ CO2排出量
ガス販売量あたりのＣＯ2排出量

（年度）2001 2002 2003 2004（年度）2001 2002 2003 2004 2005（年度）2001 2002 2003 2004 2005（年度）2001 2002 2003 2004 2005

（年度）
2001 2002 2003 2004 2005

（年度）
2001 2002 2003 2004 2005

30.0万t-CO2 309.2万t-CO2

679万t

OUTPUT OUTPUT OUTPUT OUTPUT OUTPUT

NOx排出量

ガス販売量1m3あたりの
CO2排出量

10.2万t-CO2

12.1g-CO2/m3

6.8t

温室効果ガス排出量
72.9万t-CO2

発生量
一般 28t 115t産業

再資源化率
一般 産業96％ 98％

最終処分量
一般 1t 3t産業

天然ガス田採掘 液化設備 LNGタンカー輸送 都市ガス製造所（生産）

2005

15�

10�

5�

0

15�

10�

5�

0

（万t-CO2） （g-CO2/m3）

（年度）2001 2002 2003 2004 2005

CO2（二酸化炭素）

NOx（窒素酸化物）

SOx（硫黄酸化物）

石炭
100

石炭
100

石炭
100

石油
80

石油
71

石油
68

天然ガス�
57

天然ガス�
20～37

天然ガス�
0

出典
・IEA（国際エネルギー機関）
 Natural Gas Prospects to 2010（1986）
・火力発電所大気影響評価技術実証調査報告書
 （1990/3 エネルギー総合工学研究所）

冷熱による
自家発電量
6,080万kWh

ガス圧による
自家発電量
2,366万kWh

INPUT

（一般廃棄物・産業廃棄物  計）

詳細はP．39をご覧ください 詳細はP．36をご覧ください

詳細はP．37をご覧ください
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　下図はライフサイクルアセスメント（LCA※1）手法により各化

石燃料が採掘され燃焼するまでの各段階における温室効果ガ

ス（CO2換算）排出量の比較を示します。

都市ガスの性状�

（g-CO2/MJ、総発熱量基準）

石炭 都市ガス

生産

輸送

設備

燃焼

合計

比率

4.58 8.69

1.71 1.61

0.11 0.38 ※2

88.53 51.23

94.93 61.91

153

石油

4.06

0.79

0.08

68.33

73.26

118

LPG

4.94

1.80

0.11

59.85

66.70

108

LNG

9.17

1.97

0.04

49.40

60.58

98 100

都市ガスを燃焼させることなく、高い濃度で長時間にわたり吸気した場合には、酸

素量の不足による窒息などの害を人体に及ぼす恐れがあります。

※1 LCA（Life Cycle Assessment）：製品やサービスについて、使用される資源の採取から製造、輸
送、使用、リサイクル、廃棄にいたるすべての工程での資源やエネルギーの消費、環境へ与える負荷の
程度をできる限り定量的かつ総合的に調査・分析・評価する手法

※2 都市ガスの設備は海外の生産段階からガス導管建設まで含めた値
出典
・石炭、石油、LPG：『わが国における化石エネルギーに関するライフサイクル・インベントリー分析』�

（（財）日本エネルギー経済研究所　1999．8．）より抜粋し、1cal=4.18605Jで�
ｇ‐CO2／MJに換算。

・LNG、都市ガス：『LNG及び都市ガス13Aのライフサイクル温室効果ガス排出量の将来予測』�
（エネルギー・資源学会予稿集　2005．1．）

■ 排出量評価

廃棄物� 大気排出� 掘削土� 廃ポリエチレン管� 大気排出�

■ 事業所の購入電力使用量

CO2排出量

エネルギー消費� 都市ガス販売量� 使用済みガス機器・住設機器※�

5�

4�

3�

2�

1�

0

（千万kＷh）
8�

6�

4�

2�

0

（千t）

2�

1�

0

100�

50�

0

（千t） （％）

■ CO2排出量
ガス販売量あたりのＣＯ2排出量

（年度）2001 2002 2003 2004

（年度）
2001 2002 2003 2004

（年度）
2001 2002 2003 2004

（年度）
2001 2002 2003 2004（年度）2001 2002 2003 2004 2005

20�

10�

0

100�

50�

0

（万t） （％）

■ 最終処分量 再生利用率 ■ CO2排出量

■ 使用済みガス機器回収量

■ 最終処分量 リサイクル率

50�

25�

0

100�

50�

0

（t） （％）

0 0000

2�

1�

0

（千万t-CO2）

2005

購入電力 発生量
（うち、使用済
  ガス機器回収量
　    　　 4,811t）

OUTPUT OUTPUT OUTPUT OUTPUT OUTPUT

OUTPUT

■ 都市ガス販売量

8,448百万m3

ガス販売量1m3あたりの
CO2排出量

発生量
4.3万t-CO2

5.1g-CO2/m3

発生量 98万t

再生利用率 77.5％

最終処分量 5万t

152t CO2排出量 1,935万t-CO2

リサイクル率 100％

最終処分量 0t

発生量 一般 1,092t
3,243t産業

事業所（グループ本社・5事業部・研究所等） ガス導管 お客さま（都市ガスご使用）

軽油

天然ガス

ガソリン

車両燃料

都市ガス

3,210万kWh

766万m3

5,523t

1,044kl

35.6万m3

11kl
上水

41万m3

最終処分量

再資源化率
83％

953t

（年度）2001 2002 2003 2004 2005

都市ガス販売量 8,448百万m3

注）2003年3月から適用の値です LCAによる化石燃料の温室効果ガス（CO2）排出量評価�

■ 総発熱量�

45.0ＭＪ/ｍ3Ｎ（約10,750ｋｃａｌ/ｍ3Ｎ）

■ 物理的および化学的性質�
外観等：無色の気体でガス臭を有す　比重：0.638（空気＝1）

燃焼範囲：5－15ｖｏｌ％

■ 人体に及ぼす作用�

■ ＣＯ2排出係数�
50.9ｇ-ＣＯ2/ＭＪ（2.29ｋｇ-ＣＯ2/ｍ3Ｎ）

■ メタン（ＣＨ4）
■ エタン（Ｃ2Ｈ6）
■ プロパン（Ｃ3Ｈ8）
■ ブタン（Ｃ4Ｈ10）

■ 成分およびその含有量�

体積�

88.9％

6.8％
3.1％

1.2％

78％

11％

7％
4％

重量�

凡例 エネルギー消費関係　　　廃棄物関係　　　LNG（液化天然ガス）　　　都市ガス

INPUT

2005

詳細はP．39をご覧ください 詳細はP．37をご覧ください 詳細はP．38をご覧ください 詳細はP．38をご覧ください

詳細はP．47をご覧ください

■ 最終処分量 再資源化率
（一般廃棄物・産業廃棄物  計）

2005
（年度）

2001 2002 2003 2004

85�

80�

75�

70�

�

0

（億m3）

2005 2005

再資源化率一般
産業

84％
94％

一般
産業

最終処分量 176t
195t

※ サービスチェーン等に
　 よる回収分

8�

4�

0

10�

5�

0

（万t-CO2） （g-CO2/m3）

（年度）2001 2002 2003 2004 2005
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2005年度の集計結果�

環境会計 －大阪ガス（株）の都市ガス事業に関して�

　2001年度より、環境負荷発生の抑制

による社会的効果を金額換算しています。

残土最終処分量についてCVM（環境保

全に対する住民の支払意思額を調査し、

保全価値を金額換算する方法）により算

出した原単位を用い、それに抑制量を乗

じた額を環境保全効果額として算定して

います。他の環境負荷についても内外

の環境損害コスト等の研究事例をもとに

環境価値金額に相当する原単位を選定

し、それぞれの負荷についての当社の抑

制量を乗じて環境保全効果額を算定し

ています。

　2005年度の自社業務における環境

保全活動による社会的効果は、CO2の

抑制分が増加し、前年度より0.4億円増

の年間21.6億円となりました。

環境保全による社会的効果�

■ 環境保全コスト
■ 内部経済効果
    （経費削減などの節約効果）

■ 環境保全効果（物量効果）

経済効果

合　計

2004年度 2005年度

経
費
削
減
効
果

掘削土の発生抑制および
再生利用に伴う経費削減
効果額

有価物（LNG冷熱）
売却額

省エネ、省資源などによる
経費削減額

（百万円）

環境保全コスト項目 投資額 費用額

主な内容

水　準 総　量 抑制量 ※3※2

単位 2004年度 2005年度 単位 2004年度 2005年度 単位 2004年度 2005年度

2004年度 2005年度 2004年度 2005年度

自社業務

自社業務

社会貢献活動（自主緑化、環境広告、環境情報公表等のコスト）

合　計

お客さま先での
環境負荷低減

お客さま先での
環境負荷改善

地球環境 省エネルギー、エネルギー有効利用、オゾン層保護等の
ための設備投資・維持管理費用、人件費など

大気汚染、水質汚濁、騒音等の防止のための設備投資・
維持管理費用、人件費など

掘削残土削減・リサイクル、廃棄物管理等のための
設備投資・維持管理費用、人件費など

グリーン購入、環境教育、EMS構築、環境対策組織等のコスト

工場緑化、環境保全関連補償金など

環境負荷低減技術、環境配慮型商品開発等のための研究開発コスト

販売したガス機器の回収リサイクル、容器・梱包等の回収リサイクルコスト

公害防止

ＮＯｘ （製造所）

ＣＯＤ （製造所）

ＣＯ2 （製造所）※1

ＣＯ2 （事業所）※1

残土最終処分量

産業廃棄物処分量

一般廃棄物処分量

ＣＯ2排出抑制量

ガス機器リサイクルによるCO2排出抑制量

ガス機器再資源化率

ｍｇ/m3

ｍｇ/m3

g-CO2/ｍ3

g-CO2/ｍ3

ｔ/ｋｍ

ｇ/ｍ3

ｇ/ｍ3

ｔ

ｔ

千ｔ-ＣＯ2

千ｔ-ＣＯ2

千ｔ

ｔ

ｔ

ｔ

ｔ

千ｔ-ＣＯ2

千ｔ-ＣＯ2

千ｔ

ｔ

ｔ

千ｔ-ＣＯ2

ｔ-ＣＯ2

％

0.76

0.27

12.57

5.24

65

0.18

0.02

0.81

0.23

12.12

5.09

52

0.14

0.02

6.14

2.17

101

42

60

1,414

185

6.83

1.91

102

43

50

1,151

177

27.72

10.26

22

32

81

4,027

1,047

1,314

3,258

82

29.58

9.74

27

34

80

4,594

1,091

1,631�

3,325

83

資源循環

その他

環境マネジメント

廃ガス機器再資源化

環境R&D

209 157 607

0 11 131

10 15 239

0 1 373

0 0 484

0 0 140

2 6 265

360 341 3,840

139 151 1,601

594

101

210

215

870

139

480

4,327

1,718

（百万円）

（注）2005年度ガス販売量8448百万m3（2004年度8053百万m3   45MJ換算）　2005年度ガス導管工事　961km（2004年度925km）
※1 購入電力のCO2排出量は火力平均係数で算出した。
※2 水準について         
　　　　・ ＮＯｘ、ＣＯＤ、CO2、産業廃棄物、一般廃棄物はガス販売量１m3あたりの数値を算出
　　　　・ 残土最終処分量はガス導管工事1kmあたりの数値を算出
※3 抑制量について         
　　　　・ ＮＯｘ、ＣＯＤについては設備ごとに規制値水準との差を計上
　　　　・ CO2、産業廃棄物、一般廃棄物は1998年度をベースとした原単位（ガス販売量１m3あたりの量）の差に当該年度の販売量を乗じた数値
　　　　・ 残土最終処分量については、掘削土の発生抑制量と再生利用量から、海面埋立処分抑制量を算出

4,946

244

42

5,232

5,892

246

-65

6,073 ②

①

■ 自社業務における環境保全の
 　社会的効果の金額換算結果  

「その他」項目の金額換算結果

（億円）

（億円）

最終処分残土

CO2

その他

合　計

ＮＯｘ

ＣＯＤ

産業廃棄物

一般廃棄物

合　計

0.100

0.154

1.234

0.032

1.520

0.106

0.146

1.407

0.034

1.693

17.8

1.9

1.5

21.2

17.8

2.1

1.7

21.6 ③

抑制した環境負荷項目 2004年度

2004年度

2005年度

2005年度

　2005年度の環境会計は投資額が3.4

億円、減価償却費を含む費用額が38.4

億円（①）、内部経済効果は52.3億円（②）

となりました。環境保全効果の金額換算

評価が21.6億円（③）となり、合計35.5

億円の効果（②＋③－①）となりました。

　投資についてはほぼ前年なみでしたが、

費用は製造所での緑化メンテナンスの

見直しや、土壌対策工事の対象が前年

度より規模が縮小したこと等により、全

体で前年度より4.9億円の減少となりま

した。

　内部経済効果は、掘削土の発生抑制

や再生利用にともなう抑制効果が経済

情勢の変化で下がったことから、全体と

して若干の減少となりました。

●環境保全はCSRの重要な柱�社会価値～環境マネジメント�

Webでさらに詳しく

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

35



環
境
行
動
基
準
Ⅲ�

環
境
行
動
基
準
Ⅰ�

環
境
行
動
基
準
Ⅱ�

お
客
さ
ま
ご
と
の

事
業
活
動

社
長
メ
ッ
セ
ー
ジ
等

特
　
集

従
業
員
価
値

地
域
社
会
貢
献

レ
ビ
ュ
ー
等

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス

環
境
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

社
会
価
値

お
客
さ
ま
価
値

都市ガス事業におけるCO2排出量�

都市ガス事業以外におけるCO2排出量� CO2以外の温室効果ガスの排出量�

大阪ガスグループの主要な環境負荷�

熱供給事業のCO2排出量�

発電事業のCO2排出量�

社会価値～環境行動基準Ⅰ�●事業活動における環境負荷の軽減�

　2005年度の大阪ガス（株）の都市ガ

ス事業におけるCO2排出量※は、都市ガ

ス製造所で102千t、製造所以外の事務

所等で43千t、合計145千tでした。また、

ガス販売量当たりのCO 2排出量は

17.2g-CO2/m3となり、「2005年度中期

計画」の目標値である、19g-CO2/m3を達

成しています。今後も引き続き製造所お

よび事務所等での省エネルギー対策・活

動を推進し、CO2排出量の削減に努めます。

　（注）大阪ガス（株）では、省エネルギー対策等により購入電力を削減した場合の効果を正

しく評価することを重視して、電気のCO2排出係数は火力平均を用いて算定した

CO2排出量を管理対象としています。全電源平均排出係数を用いて算定したCO2

総排出量および排出原単位は下表の通りです。（電気のCO2排出係数については、P.37参照）

大阪ガス（株）の温室効果ガスの排出削減�

2003年度

2004年度

2005年度

大阪ガス

関係会社

計

大阪ガス

関係会社

計

大阪ガス

関係会社

計

NOx
（t）

産業廃棄物大気

発生量
（t）

最終処分量
（t）

発生量
（t）

最終処分量
（t）

一般廃棄物 掘削土
最終処分量
（千t）

水使用量
（万m3）

16

135

151

29

153

182

17

452

469

11,054

57,727

68,781

9,327

67,328�

76,655

8,881

75,447

84,328

2,246

8,983

11,229

1,414

7,716

9,130

1,151

7,869

9,020

1,367

1,369

2,736

973

1,039

2,212

1,120

1,086

2,206

372

1,112

1,484

185

678

863

177

850

1,027

70

－

70

60

－

60

50

－

50

158

560

718

153

582

735

151

525

675

CH4
（t）

69

－

69

57

－

57

59

－

59

CO2
（千t）

171

1,534

1,705

253

1,758

2,010

260

1,966

2,226

（注1） 大阪ガス（株）のデータは、都市ガス事業に、発電事業、地域熱供給事業を含んだ値
（注2） 関係会社については、海外およびデータ把握が困難なテナント入居の会社を除いた81社の過去3ヵ年のデータを集計。
          ただし、年度および項目によって、集計会社数は異なる。会社数については、P.42参照。対象の81社についてはホームページに社名を掲載。
（注3） CO2排出量の算定に使用した電気のCO2排出係数は火力平均の0.69kg-CO2/kWhを使用。
（注4） 産業廃棄物の大阪ガス（株）分は、使用済みガス機器・住設機器分を含む
（注5） 水使用量は上水・工水を合わせた量

■ 都市ガス事業全体のCO2排出量の推移
（千t-CO2/年） （g-CO2/m3）

（年度）2001 2002 2003 20052004

54 51
47 4342

157 157
141 145143

■ 製造関係 ■ 製造以外 ガス販売量1m3あたりのCO2排出量

0

50

100

150

200

0

10

20

30

40

103 106 101 10294

20.4
17.8 17.218.1

21.0

（t）

（年度）2001 2002 2003 20052004

71
67

57 59
69

0

20

40

60

80

100

※ 電気のCO2排出係数：火力平均（0.69kg-CO2/kWh）
  （中央環境審議会地球環境部会「目標達成シナリオ小委
員会中間取りまとめ」2001年7月より）

※ 電気のCO2排出係数：全電源平均（0.36kg-CO2/kWh）
　（中央環境審議会地球環境部会「目標達成シナリオ小委員会中間取りまとめ」2001年7月より）

■ メタン排出量
販売電力量（千kWh） 熱販売量（GJ） CO2排出量（t-CO2）

CO2排出量（t-CO2）

6,533 145,670 13,497

年度 2001

CO2排出量（千t-CO2／年）※

CO2排出原単位（g-CO2／m3）

106�

14.2

2002

108�

14.0

2003

97�

12.5

2004

98�

12.1

2005

100�

11.9

販売電力量（千kWh）

234,275 101,488

（注1）大阪ガス（株）は7地点で熱供給事業を行っています。また、コンビナートで隣接する事業者に
          熱供給を行っています。
（注2）販売電力量は、「コージェネで発電した住宅棟の共用部分の電力」等として販売した量です。

　CO2以外の温室効果ガスとしては、都市ガス製造所から排出さ

れているCH4（メタン）があります。その大部分が都市ガスの品質

を測定する機器から

排出されており、CH4

排出量の少ない測

定機器への改修や

CH4の回収等によっ

て排出量の削減に

努めています。

Webでさらに詳しく
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●事業活動における環境負荷の軽減�社会価値～環境行動基準Ⅰ�

（1）電気の使用量が減ると「火力発電」の発電量が減る�

■ 電源別発電パターンイメージ

電力使用量に
応じて
発電量が変化

一定の発電量

0.36kg-CO2/kWh

CO2排出削減の取り組み�

　大阪ガス（株）では、都市ガスを製造す

る工程で発生するLNGの冷熱やLNGを

気化した際に生じるガス圧力などのエネ

ルギーを有効に利用した発電や、クリー

ンな天然ガスを燃料とする高効率なガス

タービン・コンバインドサイクル発電およ

び製造工程の効率化等により、購入電

力を削減し、CO2排出量を抑制しています。

　製造所以外の事務所においても、従

業員一人ひとりの地道な省エネ活動の

推進や省エネ機器の導入などの設備改

善により、CO2排出量の削減に努めてい

ます。

都市ガス製造所での取り組み� 製造所以外の取り組み�

■ ＬＮＧ冷熱利用
（千t）

（年度）2001 2002 2003 20052004

932

772

3,752

860

644

3,335 708

4,031

969

749

4,194

1,000

653

4,122

953

■ 冷熱発電 ■ 膨張タービン ■ ＢＯＧ※再液化

0

1,000

2,000

3,000

5,000

4,000

0

10

20

30

50

40

2,048
1,831

2,354 2,4452,517

　都市ガス製造所での発電や事務所で

の省エネルギー対策などのエネルギー使

用量削減によるCO2排出抑制量は、右

図のように年々増加しています。2005年

度では、購入電力の削減により約46千ｔ、

その他燃料の削減により約18千ｔの

CO2の排出が抑制されたことになります。

温暖化対策によるCO2排出抑制量�

■ エネルギー使用量削減によるＣＯ2排出抑制
（千ｔ-ＣＯ2/年）

（年度）2001 2002 2003 20052004

18

25

38

46

1818
14

910

37

■ 電力 ■ その他

（注1）1998年度を基準年とし、この年度のエネルギー原単
位（エネルギー使用量／ガス販売量）で事業活動が
推移するとしたCO2排出量を対策を行わない場合の
推定値とし、各年度のCO2排出量との差を抑制量とし
ました。その際、電気の排出係数は、購入電力の削減
対策効果を正しく評価するため火力平均排出係数を
使用しました。

（注2）電気のCO2排出係数：0.69kg-CO2/kWh
      （中央環境審議会地球環境部会「目標達成シナリオ小

委員会中間取りまとめ」2001年7月より）

1．電気のCO2排出係数の2つの考え方�

2．電気の使用量を減らすことによって削減されるCO2排出量�

②全電源平均排出係数 ： 火力、原子力、水力など、すべての電源の平均値を用いる方法です。

①火力平均排出係数 ： 火力発電で電気を１kWh作った時に排出されるCO2量です。

（2）CO2削減量を計算するには、火力平均排出係数を用いるのが正しい評価�
・電気の使用量を減らすことによって削減できたCO2排出量を算定するには、電気の使用量に伴い発
電量が変化する火力発電の係数を用いるのが妥当です。

　現在、わが国の電力は、主に原子力、水力、火力の各発電所から供給されていますが、原子力は、定

期点検期間以外はほぼフル稼働で発電しています。また、水力の１年間の発電量は、降水量によって決

まります。したがって、電気の使用量が変化することにより1年間トータルでの発電量が変化する電源は、

「火力発電」と考えることができます。このように、電気の使用量を減らすことによって、1年間の発電量

が変化する電源を「マージナル電源」といいます。

・なお、都市ガス事業以外の事業および関係会社におけるCO2排出量については、全電源平均排出係
数を用いたCO2排出量を参考としてホームページに掲載しています。

電気の使用に関わるＣＯ2排出削減量の算定について�

原子力・水力・火力発電すべての電源のＣＯ2排出量（＝火力発電のＣＯ2排出量）※

削減されるＣＯ2排出量（kg-ＣＯ2）

＝火力平均排出係数（kg-ＣＯ2/kWh）×電気の使用削減量（kWh）

原子力・水力・火力のすべての発電量

火力発電でのＣＯ2排出量=

=

火力発電での発電量

※原子力、水力発電は、ＣＯ2を排出しない

本レポートで用いた電気のＣＯ2排出係数

（出典）
中央環境審議会地球環境部会
「目標達成シナリオ小委員会中間取りまとめ」
2001年7月より

全電源平均排出係数

全電源平均排出係数

0.69kg-CO2/kWh

火力平均排出係数

火力平均排出係数

0

出
力

6 12 18 24時

原子力

水力

火力

※ BOG：LNGがタンク内で蒸発して発生するガス（Boil off Gas）

Webでさらに詳しく
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ガス導管材料のリサイクル�

掘削土の再生利用�

掘削土の発生抑制�

　ガス導管を道路に埋設する際には大

量の土砂とアスファルト廃材が排出され

ます。大阪ガスグループは1983年度より

道路廃材総合再利用システムを構築し

て再生利用を促進してきました。主として

FK法（ふるい分け簡易判別法）の活用

と改良土（SR）の利用拡大を図りました。

その結果、再生利用率は77.5％となり、

土砂に限れば、SR適用率が60％（前年度：

58％）、FK法適用率は29％（前年度：

27％）となり89％が再生利用されました。

■ PE管（ポリエチレン管）リサイクル率

2004年度

廃材量

リサイクル量

リサイクル率

（t）�

（t）�

（%）

157

157

100

2005年度

152�

152�

100

2001年度

140�

140�

100

2002年度

133�

133�

100

2003年度

153�

153�

100

資源消費の低減と再生資源の利用促進�

■ 道路廃材総合再利用システム

■ 非開削工法「ボアモア工法」
 　  ボアモア推進機を用いて、新たにPE（ポリエチレン）本支管を敷設する工法

アスファルト廃材と掘削残土に分け、再生アスファルトと再生路盤材・改良土として再利用するシステム

　大阪ガス（株）ではガス導管に、不等沈

下や地震に強く地中で腐食しないポリエ

チレン管（PE管）の使用を推進しています。

工事で出るPE管の廃材は、供給管の位

置を示す明示杭などに再生利用しています。

先端からジェット泥水を噴出して、先端位置を
確認しながら鉄製ロッドを土中へ挿入する。
そして、ロッドを引き戻しながらPE管を引き込む。

●FK法（ふるい分け簡易判別法）

簡単な治具を用いて掘削土の含水状態や細粒分
の含有状態を調べ、埋め戻し可能かを、現場で簡単
に判定できる方法。行政地区ごとの承認が必要。

●SRプラント（掘削土再生）

掘削土埋め戻し土（路床材）と
路盤材とに改良・再生するプラ
ント。

●ARプラント（アスファルト再生）

アスファルト廃材を舗装用アスフ
ァルト合材に再生するプラント。

道路廃材
（土、アスファルト）

掘削残土
判定

アスファルト
廃材

不良土

良質土

再生

改良

再生アスファルト合材

再生路盤材

改良土

AR
プラント

プラント
SR

表層

路盤

ガス管
路床FK法

　非開削工法（ボアモア工法、コンパク

ト推進工法、パイプスプリッター工法）と

浅層埋設やあらかじめ本復旧路盤を施

工しておく一次本復旧の適用を推進す

ることにより、掘削土の発生抑制量は85

万tに達しました。

【浅層埋設の推進】�

　ガス導管は1999年3月31日付で建設

省（現・国土交通省）通達により、より浅

く埋設できるようになりました。

　これにより、掘削幅も小幅となり、大幅

な土砂排出量の削減・埋め戻し用山砂

使用量の削減（環境破壊の低減）が図

れました。2005年度は累計で約99%の

地方自治体より承認を得て、推進しました。

■ 従来のガス工事と浅層埋設の比較

ガス導管工事における掘削土の発生抑制と再生利用の促進�

（万ｔ）

（万ｔ）

（万ｔ）

（万ｔ）

（％）

（万ｔ）

（万ｔ）

2001年度 2002年度 2003年度 2004年度

※1 発生量のうち大阪ガスグループ内で再生路盤材や改良土と
して再利用された率

※2 大阪ガスグループ外で農地のかさあげ等により有効に利用さ
れた量

■ 掘削土の発生抑制量と再生利用量

A  従来工法による発生想定量

B  発生抑制量

C  実発生量（＝A－B）

D  再生利用量

E  再生利用率※1（＝D÷C）

F  有効利用量※2

G  最終処分量（＝C－D－F）

194

77

117

79

67.4

29

9

184

72

112

78

69.6

26

8

193

80

113

80

70.7

26

7

189

82

107

79

73.8

21

6

2005年度

183

85

98

76

77.5

18

5

従来のガス工事
1.2m

0.6m※
浅層埋設（掘削土の発生が少なくてすむ）

※ 最も浅い場合
　（ただし道路の種類により異なる）
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　2005年度はISO14001の全社認証取

得にあわせて分別の徹底を図った結果、

再資源化率が前年度の81％から84％に

向上しました。今後は、2008年度中期目

標の再資源化率90％を目指して、さらに

分別の徹底を図っていきます。

　また、2005年度は本社ガスビルなど4

つの事業所でゼロエミッション（再資源

化率97％以上）を達成しました。コピー

用紙の使用量が増えたため、一般廃棄

物全体の発生量は増加しましたが、分別

に努めた結果、最終処分量は削減しました。

　地道な節水活動を続けています。製

造所の上水使用量の増加は、昨冬の寒

波のため上水ブローによる凍結対策期

間が長期化したことによります。

■ 水使用量

一般廃棄物の発生抑制と再資源化�

水使用量の削減�

　2005年度のサービスチェーン等を含

めた産業廃棄物は、発生量の減少ととも

に再資源化率を向上させた結果、最終

処分量が減少しました。

　発生量が前年度から約450t減少した

のは古くなったガス管の入替工事量が

減少し、がれき類の発生が少なくなった

ためです。

　また本社ガスビルなど4つの事業所で

のゼロエミッション（再資源化率97％以上）

達成や、がれき類の再資源化可能な処

分業者への委託先切り替え、廃油の再

資源化率の向上などにより、再資源化

率がサービスチェーン等を含めた場合で

85％から87％に、大阪ガス（株）単体で

は89％から94％に向上しました。 

■ 産業廃棄物最終処分量と再資源化率

（万ｍ3）

種類 主な具体的品名
2005

発生量（a）

2005

再資源化量（b）

2005

最終処分量（a-b）

2005

再資源化率（b/a）

汚泥

廃油

廃プラスチック

金属くず

がれき類

その他

大阪ガス（株）合計

内訳

アスファルトがら、コンクリートがら

ゴム屑、廃防錆剤、使用済ガス機器

製造所

製造所以外の事業所

お客さま先※

使用済みガス機器、使用済住宅設備機器

ガラスくず・コンクリートくず
および陶磁器くず

排水汚泥

潤滑油、洗浄油、食用廃油

ＰＥ管くず、保温材、廃展示パネル

掘上管、フレキ管

廃蛍光灯、廃タイル

2004 2004 2004 2004

54

186

704

726

16

1,986

164

3,836

202

732

2,902

5,491

9,327

60

134

838

718

20

1,504

84

3,358

115

634

2,609

5,523

8,881

23

154

624

692

14

1,848

76

3,431

199

489

2,743

4,482

7,913

17

123

750

700

7

1,488

75

3,160

112

489

2,559

4,570

7,730

31

32

80

34

2

138

88

405

3

243

159

1,009

1,414

43

11

88

17

13

15

9

198

3

145

50

953

1,151

43%

83%

89%

95%

88%

93%

46%

89%

99%

67%

95%

82%

85%

29%

91%

89%

98%

34%

99%

89%

94%

98%

77%

98%

83%

87%

■ 一般廃棄物最終処分量と再資源化率

種類
2005

発生量（a） 再資源化量（b） 最終処分量（a-b） 再資源化率（b/a）

2004 20052004 20052004 20052004

産業廃棄物の発生抑制と再資源化�

7.4

102.8

42,257

42.4

8.4

101.6

41,782

40.9

2004年度 2005年度

製造所

製造所以外

上水

工水

海水

上水

（注）小数点以下を四捨五入したため、各データの和と合計値が合わないことがあります
※ 受注工事時のがれき類、掘上管、ＰＥ管くず等

■ 一般廃棄物最終処分量と再資源化率

大阪ガス（株）＋ サービスチェーン等

■ 産業廃棄物最終処分量と再資源化率

サービスチェーン等

（年度）

■ 最終処分量
再資源化率

2001 2002 2003 2004

8,000�

6,000�

4,000�

2,000�

0

100�

75�

50�

25�

0

（t） （％）

4,807

2,687
2,246

1,414

85

2005

1,151

87
80

72

52

（年度）

1,200�

900�

600�

300�

0

（t）
100�

75�

50�

25�

0

（％）

2001 2002 2003 2004

774
690

374
185

59 62
73

81

2005

177

84

■ 最終処分量
再資源化率

紙
類

内
訳

246

74

91

190

89

14

704

9

11

97

19

133

973

39

934

235

74

91

185

89

11

685

9

10

67

16

1

788

38

750

313

76

125

208

81

10

812

9

14

82

23

4

943

27

916

11

0

0

5

0

3

19

0

1

30

3

132

185

1

184

9

0

0

0

0

22

32

0

0

35

3

106

177

1

176

96%

100%

100%

97%

100%

79%

97%

100%

91%

69%

84%

1%

81%

97%

80%

97%

100%

100%

100%

100%

31%

96%

98%

99%

70%

88%

3%

84%

96%

84%

323

76

125

208

81

32

843

9

14

117

26

110

1,120

28

1,092

　　紙（コピー用紙）

　　新聞

　　雑誌

　　ダンボール

　　機密書類

　　紙くず・その他

紙類小計 

缶類 

ビン類 

厨芥類 

プラスチック類 

その他 

一般廃棄物計 

　　製造所

　　製造所以外の事業所

（注）小数点以下を四捨五入したため、各データの和と合計値が合わないことがあります

（注）大阪ガス（株）＋ サービスチェーン等

（t）

（t）
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大阪ガス・
グリーンパートナー制度
ロゴマーク

グリーン購買、グリーン配送の促進�

　大阪ガス（株）では、2001年12月に「グ

リーン配送方針」を制定し、比較的早い

時期から、グリーン配送を推進しています。

　「低公害車」※と呼ばれる環境負荷の

少ない車両を、配送や営業活動の際に

使用し、地域への大気汚染物質の排出

を抑制する活動がグリーン配送です。

　大阪ガス（株）では、取引先およびガス

グループに対して、大阪ガス（株）事業所

等への配送や営業活動等に、低公害車

をご使用いただくようご協力をお願いして

います。

低公害車の天然ガス自動車

グリーン配送への取り組み�

グリーン購買への取り組み�

【グリーン購買の促進】�

　大阪ガス（株）では、2000年に制定し、

2005年に改定した「グリーン購買指針」

に基づき、物品・工事・サービス等の購

買に関し、品質・価格・納期の最適化と

ともに、環境への負荷がより少ない物品

や工事を購買する取り組みを取引先と協

力して推進しています。

　2005年度のグリーン購買金額は約

12.7億円（前年比+13％）で、特にグリ

ーン品購買金額比率は88％に向上しま

した。

　グリーン購入法の特定分野に沿って、

グリーン購買率の目標を定めており、

2010年度末までに主要な分野において

ほぼ100％にまで向上させることを目指し

ています。

　グリーン購買指針は、大阪ガス（株）の

購買活動に適用されますが、関係会社

に対しても、文具におけるグリーン品購

買の推奨や啓発などを図っており、今後

一層、グループ全体での取り組みを強化

していく予定です。

コピー用紙

文具

ＯＡ機器

作業服

印刷

ガス導管工事

100%

100%

100%

100%

100%

継続実施

継続実施

継続実施

分野 2005年度�実績 2010年度�目標

■ グリーン購買率（金額ベース）の目標と実績

※ 対象とする「低公害車」は、天然ガス自動車・電気自動車・
ハイブリッド自動車・メタノール自動車・低燃費かつ低排出
ガス認定車（環境負荷の小さい自動車として自動車税の
低減が適用される車種）および燃料電池自動車などの次
世代低公害車

100% （古紙混入率100％、白色度70％を使用）    

  88% （グリーン購入法等の基準に適合した製品を購買）    

100% （グリーン購入法等の基準に適合した製品を購買）    

100% （2000年度より素材は100%ＰＥＴボトルからの再生布を使用）    

  91% （2001年度から原則として再生紙・非木材紙を使用）    

埋め戻し時に再生（改良）土、再生アスファルトを優先使用     

騒音・振動等の環境負荷を軽減する措置を仕様書に記載するよう徹底（100%）

PE管の廃材を利用した明示杭等を購買

PE管の廃材を利用した明示杭をリサイクル事業者から
購入し、ガス導管埋設箇所に使用

「第8回グリーン購入大賞」優秀賞受賞

■ 文具のグリーン品購買金額比率の推移

（年度）2001 2002 2003 2004

100�

80�

60�

40�

20�

0

（%）

63
69 71

2005

88

56

【グリーン購入大賞受賞】�

　当社のこれまでの取り組みが評価

され、2006年2月にＧＰＮ（グリーン購入

ネットワーク）主催の「第8回グリーン購

入大賞」の優秀賞を受賞しました。

【グリーンパートナー制度】�

　導管材料については、ＥＭＳの取得等、

取引先の環境への取り組みを評価する

しくみ「グリーンパートナー制度」を2005

年度から開始しました。取引先の環境

への取り組みの調査を行い、一定の基

準を満たした取引先を「グリーンパートナ

ー」として登録しています。また、未登録

の取引先の中から、大阪ガスグループと

工事会社で構成する「エコアクション21・

関係企業グリーン化プログラム」に参加

していただくなど、

すべての取引先

がグリーンパート

ナーとして登録さ

れるよう、取り組ん

でいます。

Webでさらに詳しく
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新入社員環境教育

「環境・社会行動レポート2005」を読む会

■ 環境貢献社長表彰（2005年度表彰分）

●事業活動における環境負荷の軽減�社会価値～環境行動基準Ⅰ�

化学物質の管理�

土壌・地下水の保全�

従業員への環境教育・啓発活動�

化学物質管理への取り組み�

土壌地下水汚染に関する自主的な取り組み�

全従業員を対象として�

　2001年より2004年にかけて、石炭ガ

ス製造工場跡地を対象に、土壌・地下

水の環境リスクを把握し、必要な措置を

講じるための自主的な調査を実施しました。

調査の結果、措置が必要な場合は、所

轄の行政機関に報告し、指導を受けな

がら対策を講じ環境改善に努めるとともに、

適切な用地管理を実施しています。

※「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の
改善の促進に関する法律（PRTR法）」が1999年に公布
され、事業者が対象354物質のいずれかを一定量以上取り
扱っている場合、その排出・移動量を国に届け出ることが
義務づけられています。

毎年4月に実施（2005年度 60名）

6事業所で主として管理監督者を対象に実施

　大阪ガス（株）では従業員の環境意

識向上のため、階層別、部門別に、毎年

１回以上環境教育を行っています。また

全社で「社内環境行動事例発表会」と「環

境シンポジウム」を年に１回ずつ開催す

るなど、さまざまな環境教育活動を実施し

ています。さらに環境活動に大きな貢献

のあった業績について、毎年社長表彰を

実施し、環境意識の高揚に努めています。

【化学物質管理方針】�

　大阪ガス(株)では次のような方針で化

学物質管理に取り組んでいます。

1．関係法令、環境規制を遵守します。

2．環境管理活動の中で化学物質の使

用削減に取り組んでいます。

3．CSRレポートやインターネットにおいて

化学物質情報を公開しています。

【PCBの管理】�

　当社の所有するPCB廃棄物は、事業

所内で法令に基づいて適正に保管して

います。今後、日本環境安全事業（株）

の処理計画にのっとり、処理を進めてい

く予定です。

■ 大阪ガス（株）PRTR法※対象物質の
　 取扱量・排出量・移動量（2005年度）

取扱量 排出量 移動量項目

キシレン

トルエン

8.4�

5.0

8.4�

5.0

0�

0

アスベストの管理�
アスベスト管理への取り組み�

　当社は事業活動（ガス製造、供給）に

おけるアスベストの使用削減に積極的

に取り組み、2006年3月に新規導入設備、

工事におけるアスベストの使用を全廃し

ました。過去に設備等に使用したアスベ

スト材料は、成型されていたり露出してい

ないため通常の設置・使用状況では飛

散の可能性はほとんどなく、今後交換時

に適正に処理します。建物の吹き付けア

スベストは、計画的に除去を進めています。

なお、お客さまにご来場いただくショール

ーム等の開放部では吹き付けアスベスト

は使用していません。また過去に発売し

た一部のガス機器のパッキン等にアス

ベスト含有製品が使用されていましたが、

成型されており露出していないため通常

の設置状況、使用方法では飛散すること

はありません。

（t）

環境シンポジウム2005

「環境・社会行動レポート2005」を読む会

ガス製造・発電事業部

総務部、
エンジニアリング部、
ガス製造・発電事業部、
リビング事業部、
エネルギー事業部

エネルギー技術研究所

内容 組織

バイオガスの有効利用システム
の実用化

石炭ガス工場跡地の用地環境
評価・公表及びリスク管理の
実施

EMS活動の継続と進化による
温室効果ガス等の排出負荷軽
減への貢献

（注）数値はPRTR法に基づく届出値の合計

Webでさらに詳しく

Webでさらに詳しく
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関係会社の取り組みⅠ�

排出量 移動量

トルエン

ベンゼン

イソプロピルアルコール

亜鉛の水溶性化合物

357

13

3

265

0

1

0

0

0

0

0

2

取扱量項目

（t）

認証取得済み 2006年度認証取得予定

関係会社における主要な環境負荷�

CO2排出量�
（千ｔ）

（年度）2003
（74社）

2005
（81社）

2004
（81社）

1,758
1,966

1,534

　2005年度の関係会社におけるCO2

排出量は1,966千ｔでした。2005年度は、

電源コージェネ（お客さまの熱需要に合

わせて高効率の大規模コージェネレーシ

ョンシステムを設置し、余剰電力を当社

が買い取ることで、省エネルギー・省コス

トの熱・電力供給を実現するシステム）

が稼動し、見かけ上は、CO2が増加しま

した。ただし、電源コ－ジェネにより、お

客さま先では、購入電力の削減でCO2

排出量は大幅に抑制されています。

2,500

2,000�

1,500�

1,000�

500�

0

産業廃棄物の発生量と最終処分量�
（ｔ）

（年度）2003
（43社）

2005
（59社）

2004
（45社）

57,727

8,983

67,328

7,716

75,447

7,869

　2005年度の関係会社における産業

廃棄物の最終処分量は7,869ｔでした。

発生量は増加しているものの、再資源化

率は2003年度が84%、2004年度が89%、

2005年度は90%と年々向上しており、そ

の結果、最終処分量は減少しています。

関係会社へのＥＭＳ導入を推進し、更な

る環境負荷の低減を行っていきます。

80,000�

60,000�

40,000�

20,000�

0

■ 発生量 ■ 最終処分量

■ 最終処分量

一般廃棄物の発生量と最終処分量�
（ｔ）

（年度）2003
（22社）

2005
（32社）

2004
（25社）

1,369

1,112
1,039

677

1,086

850

　2005年度の関係会社における一般

廃棄物の最終処分量は850ｔでした。

2005年度は、再資源化率が低い関係会

社が加わったため、最終処分量が増加し

ています。関係会社へのＥＭＳ導入を推

進し、環境負荷の低減を行っていきます。

PRTR法対象物質の取扱量・排出量・移動量�

EMS導入状況�

　大阪ガスグループでは、化学物質の使

用に関する関係法令、環境規制を遵守し

ています。2005年度の大阪ガス関係会

社のPRTR届出状況は、右の通りです。

1,500�

1,000�

500�

0

■ 発生量

ISO14001

エコアクション21 －

－

（株）オージーロード

KES エネテック京都（株）､（株）リキッドガス京都

大阪ガス版EMS
（株）オージス総研

*印： 一部の事業所で取得

（株）リキッドガス*､（株）クリオエアー*､（株）アドール､（株）KRI､
（株）ガスアンドパワーインベストメント*､長野プロパンガス（株）､
大阪臨海熱供給（株）､（株）コールド・エアー・プロダクツ､
（株）オーエヌイー､大阪ガスケミカル（株）*､ミナベ化工（株）､
大阪ガスオートサービス（株） 

（株）きんぱい、（株）きんぱいコーポレーション､
（株）きんぱいエンジニアリング､（株）きんぱいリノテック､
（株）リビングメンテナンスサービス大阪､
（株）リビングメンテナンスサービス北東、（株）エネテック大阪、
（株）大阪ガストータルファシリティーズ、日本エンバイロケミカルズ（株）

日商LPガス（株）､（株）リキッドガス､（株）アーバネックス､
（株）オージーキャピタル､大阪ガスケミカル（株）､（株）システムアンサー､
（株）宇部情報システム

（注）数値はPRTR法に基づく届出値の合計
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●事業活動における環境負荷の軽減�社会価値～環境行動基準Ⅰ�

　（株）オージス総研は、2005年4月、大

阪ガス版EMS（OGEMS）を導入し運用

を開始し、11月の大阪ガス環境部の審

査を経て、12月にはOGEMSの認証第

一号会社となりました。社長を環境推進

の代表とした新たな組織体制を確立し、

環境への関心向上とEMS活動への参

加意識を高めるため、全従業員を対象と

した導入教育を社内全拠点において通

算50回開催し、1,200人以上が受講しま

した。CO2排出量、コピー用紙、廃棄物

の削減とグリーン購入の推進を目標に掲

げ、特に一般廃棄物の排出量の削減・

再資源化率アップとコピー用紙使用量

の削減では、目標値を大きく上回りました。

　また、2006年3月には、オージス総研グ

ループ企業の（株）宇部情報システム、

（株）システムアンサーにおいても

OGEMSを導入しています。今後は、当

社グループ全体で環境負荷の低減に努

めていきます。

（株）オージス総研� 大阪ガス版EMS認証第一号会社に�

同社のホームページは以下のとおりです
http://www.ogis-ri.co.jp

URL

　大阪ガスオートサービス（株）（OGAS）

は、平成18年おおさか環境賞のグリーン

購入特別奨励賞を受賞しました。この賞

は「豊かな環境づくり大阪府民会議（会長：

太田房江大阪府知事）」が環境貢献の

顕著な個人・団体・事業者を顕彰するも

ので、今回の受賞は、OGASが長年にわ

たって環境にやさしい天然ガス自動車

（NGV）の普及に努めてきた活動が認め

られたものです。

　OGASでは、1989年に大阪ガス（株）の呼

びかけでNGV開発プロジェクトの設立メンバ

ーとして参画して以来、NGVの開発・普及・

メンテナンスに積極的に取り組み、現在では

近畿圏の約3,000台のNGV（軽、小型貨物、

乗用車）のうち、OGASのリース車が約半数、

またNGVメンテナンス工場の60％をＯＧＡＳ

指導工場が占めるまでとなっており、OGAS

は近畿におけるNGVの普及促進およびメン

テナンスの中心的役割を果たしています。

大阪ガスオートサービス（株）�「平成18年おおさか環境賞グリーン購入特別奨励賞」受賞�

同社のホームページは以下のとおりです
http://www2.ogas.co.jp/mycar

URL

一般廃棄物の分別

おおさか環境賞表彰式

　コージェネレーションシステムのメンテ

ナンス作業では、潤滑油、廃ウェス、廃液、

廃プラスチック等の産業廃棄物が発生

します。メンテナンス作業は、メーカーや

関連サービス会社に委託しており、これら

各社に対して、大阪ガス（株）の「産業

廃棄物適正処理基準」に則り適正に処

理することを指導しています。2005年7

月には、産業廃棄物関連の情報や法改

正の情報をタイムリーに伝達して、産業

廃棄物の適正処理を徹底するために、コ

ージェネレーションメーカー、サービス会

社を対象に、「産業廃棄物適正処理講

習会」を開催。大阪ガス（株）環境部が

講師を努め、「産業廃棄物処理の背景」、

「廃棄物処理法の概要」、「委託契約書

作成およびマニフェスト発行の留意点」、

「最近の法改正」などを学びました。なお、

参加者は13社20人でした。

（株）コージェネテクノサービス�「産業廃棄物適正処理講習会」の実施�

同社のホームページは以下のとおりです
http://www.cogene.co.jp

URL

　中山名古屋共同発電（株）名古屋発

電所は、愛知県の知多半島に位置し、石

炭を燃料とする14万9,000ｋＷの発電設

備を運用して、2000年4月より中部電力

（株）さまへ電力の卸供給を行っています。

周辺環境に与える影響を最小限に抑える

ため、最先端の環境保全技術を導入した

環境にやさしい発電所です。また、高カロ

リーで灰分の少ない高品質な石炭を燃料

として採用し、燃焼後の石炭灰の発生量

を極力抑制するよう努めています。さらに

発生した石炭灰は、セメント等の原料とし

て全量（100％）有効利用することにより、

資源のリサイクルにも寄与しています。

中山名古屋共同発電（株）�石炭灰の100％リサイクル�

名古屋発電所
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　大阪ガス（株）では、コージェネレーショ

ンシステム、ガス空調、高性能工業炉な

どの高効率機器・システムの普及を通じて、

お客さま先でのCO2排出量の抑制に努

めています。1998年を基準年度として、

これらの機器・システムなどの普及促進

により抑制されたCO2排出量は、2005年

度には約1,600千tに達しています。

お客さま先でのCO2排出量抑制への貢献�

■ お客さま先でのCO2排出抑制量（対1998年度）

（年度）

2,000�

1,500�

1,000�

500�

0

（千t-CO2/年） （家庭用を除く）

2001 2002 2003 2004

649
829

1,058

1,317

2005

1,631

社会価値～環境行動基準Ⅱ ● 製品･サービスによる環境負荷軽減への貢献�

CO2排出抑制量実績�

天然ガスコージェネレーションシステム

省エネルギー機器・システムの開発�

　大阪ガスグループは、大幅な省エネル

ギーとCO2排出抑制が図れる天然ガスコ

ージェネレーションシステムの普及に力を

入れています。最近では、平均的な大型

火力発電所の発電効率に匹敵する高

効率機器や、小型機種「ジェネライト」の

導入が進んでいます。

　浄水場では災害時対策、環境対策、

経済性確保、高度処理に伴う電力需要

の増大に対応するため、コージェネレーシ

ョンシステムの導入が進んでいます。こ

れにより、場内への電力供給はもちろん

のこと、スラリー（沈殿した泥水状の固形

物）加温や浄水汚泥の乾燥、オゾン発

生器の冷却等、排熱を有効に利用する

ことによって、経済的で、かつ環境性に

優れたシステムを構築することができます。

大阪府村野浄水場さま、大阪府大庭浄

水場さま、阪神水道企業団尼崎浄水場

さまにご採用いただいております。

高性能工業炉�

　工場の加熱炉の大幅な省エネルギー

を実現するリジェネバーナの開発・導入

を進めています。リジェネバーナとは、排

気熱を蓄熱体に蓄えて燃焼用空気の予

熱に活用するバーナで、最大50％の省

エネルギーが図れます。経済産業省も中

小企業への高性能工業炉導入に力をい

れています。

大阪府村野浄水場さま

リジェネバーナ

■ 高効率ガスエンジン■ ジェネライト

アイシン6kW機 サンヨー8kW機

ヤンマー5kW機 ヤンマー25kW機

イエンバッハ製
ガスエンジン

三菱重工製
ミラーサイクル
ガスエンジン

リジェネバーナシステムの原理

バーナに内蔵した蓄熱体で、燃焼排気の排気熱を回収

1250℃

浄水場におけるコージェネレーション導入例�

※ 実測値を用いて、より実態に則した算定方法に変更しました。

（注）天然ガスコージェネレーションシステムについては
　　 Ｐ.11参照

Webでさらに詳しく
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●製品・サービスによる環境負荷軽減への貢献�社会価値～環境行動基準Ⅱ�

ガス空調システム�

省エネルギーコンサルティングサービス�

省エネ診断作業

　ガス吸収冷温水機は、フロンガスや代

替フロンを用いない空調システムです。

急速に効率化が進んでおり、大阪ガス（株）

は、東京ガス（株）、東邦ガス（株）と共同

で設けた「吸収式グリーン制度」の基準

を満たす機種を「グリーン機種」として選

定し、環境負荷低減に資する機器の普

及に力をいれています。

吸収冷温水機�

　ガスエンジンでコンプレッサーを駆動

するタイプのガスエンジンヒートポンプ

（ＧＨＰ）エアコンも高効率化が進み、

2005年4月には、COP1.5の超高効率

機器の発売を開始しました。また2006

年4月には、消費電力ゼロ、さらに建物内

に電力を供給できる発電機能付GHP「ハ

イパワーエクセル」を発売しました。冷暖

房運転時に、発電した電力により室外

機で使用する電力を全て補うことができ、

さらに建物内に電力を供給します。これ

により従来のＧＨＰに比べ、さらなる省エ

ネルギーを実現しました。

　大阪ガス（株）では、業務用ビルをはじ

め工場などでもエネルギー消費を抑える

ためのコンサルティングサービス「省エネ

診断」を実施し、省エネルギー手法の提

案から導入を支援してきました。また、コ

ージェネレーションシステムや空調機は、

無線データ通信網やインターネットを利

用した遠隔監視システムを付加し、遠隔

省エネ診断などの新しいサービスを推進

します。

　大阪ガス（株）では、セントラル空調の

冷温水配管のための配管摩擦低減剤「エ

コミセル」を開発しました。棒状の分子

集合体（ミセル）である界面活性剤が摩

擦を低減しますが、熱交換器部分の細

い配管では、一旦集合体が分解し熱交

換効率を高めるという機能をもっており、

配管内の水系熱媒体の搬送動力（ポン

プ動力）を大幅に低減させます。

ガスエンジンヒートポンプ（ＧＨＰ）�

サンヨー吸収冷温水機
F-WEシリーズ

ハイパワーエクセル ハイパワーエクセルの仕組み

省エネ診断� 改修技術�
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■ 家庭用ガスコージェネレーションシステム
　（エコウィルの場合）

　「エコウィル」は、比較的エネルギー消

費量が多く、設置スペースの確保できる

戸建住宅に適した発電出力１ｋWのガス

エンジンを用いた家庭用コージェネレー

ションシステムです。エンジン本体からの

熱回収に加えて熱回収率の高い排ガス

熱交換器の採用で、超小型でありながら

大型のコージェネレーションと同等の85

％という高い総合効率を実現しています。

戸建住宅の標準的な家庭（4人家族）

の場合、年間の全電気使用量の約30

％と風呂給湯および床暖房などの温水

暖房需要の大半をこのシステムでまかな

うことができます。

■ 一次エネルギー消費量
（エコウィルの発電1kWhあたりでの比較）

※一次エネルギー換算値 ： 電気9.97MJ/kWh
　　　　　　　　　　　 ガス45MJ/m3

　給  湯  暖  房  効  率 ： 80％

（エコウィルの発電1kWhあたりでの比較）

■ CO2排出量 ■ 大阪ガスエリアのエコウィルの
　 普及状況（累計）

※CO2排出係数 ： 電気0.69kg-CO2/kWh
（中央環境審議会地球環境部会「目標達成シナリ
オ小委員会中間取りまとめ」平成13年7月より）
ガス2.29kg-CO2/m3（当社データ）

1,500�

1,200�

900

600�

300�

0

（g-CO2）

現状給湯暖房システム
＋

火力発電

エコウィル

1,430

1,010

約30％
ダウン

25�

20�

15�

10�

0

（MJ）

現状給湯暖房システム
＋

火力発電

エコウィル

24.6

20.0

約20％
ダウン

貯湯槽
ガス
エンジン
本体

都市ガス

電気系統連系

家庭用の機器・システム�

ガラストップコンロ

　家庭用では業界初の潜熱回収型給

湯暖房機「プリオール・エコ」を2000年6

月に発売しました。高い熱効率による

CO2削減などの環境貢献が評価され、

2000年度の省エネ大賞経済産業大臣

賞を受賞しました。その後、2002年10月

に第２号機を発売、給湯で約95％、暖房

で約89％と高い熱効率を実現しています。

また、全国的な高効率給湯器の普及を

促進するため、2005年4月から全国名称

の「エコジョーズ」に改称しています。

　なお、「住宅・建築物高効率エネルギ

ーシステム導入促進事業」の一環として、

エコジョーズの購入者に適用される国か

らの補助制度があります。

　バーナ形状の工夫や、ごとくの高さを

最適化するなどの各種の技術開発を進め、

2005年度のガスコンロ販売実績のうち

省エネルギー法2006年度基準（コンロ

バーナ）達成機種の販売比率は、卓上

型テーブルコンロで91.8％、ビルトインコ

ンロで88.6％となっています。さらに、グリ

ル庫内形状の最適化などの技術開発を

進め、省エネルギー法2008年度基準（グ

リル）を達成した機種の販売比率は、卓

上型テーブルコンロで43.5％、ビルトイン

コンロで30.9％となっています。

給湯暖房機�

エコウィル�

ガスコンロ�

平成１７年度地球温暖化防止活動環境大臣表彰
（技術開発・製品化部門）を受賞

2003年
実績

2004年
実績

2005年
実績

40,000

30,000

20,000

10,000

0

（台）

2006年
計画

3,187

10,730

21,338

33,400

エコジョーズ
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社内・社外での普及促進�

天然ガス自動車の普及促進�

使用済ガス機器等の回収・処理管理システム「ｅ－サイクル」�

資源の再生利用促進�

ガス機器の化学物質規制への対応�

エコデザインへの取り組み�

　天然ガス自動車（NGV）は、天然ガス

を燃料とするクリーンな自動車です。大

阪ガス（株）では、この普及を推進してき

ました。2006年3月末で、近畿地区の普

及台数は累計7,390台（全国で27,605台）、

天然ガススタンドの設置は累計75カ所（全

国で311カ所）です。京都市が主催する

「京・まちなかエコカー普及運動トップラ

ンナー宣言」に賛同し、当社の京都地区

の業務用車両全車（緊急車両を除く）を、

天然ガス自動車に切り替えることを宣言

しています。大阪ガスグループ内でも、社

有車両を順次NGVに切り替え、普及促

進にさらに取り組んでいます。

■ 近畿地区の天然ガス自動車普及状況（累計）

■ 天然ガストラックの排ガス規制と実力値

■ 大阪ガス（株）社有車における天然ガス自動車の導入状況

（年度）
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4,000�
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■ 台数 天然ガススタンド
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■ 車両総台数　■ NGV導入台数 NGV導入率

'01 '02 '03 '04

2,600 2,500
2,282

885 939 863 878

2,084

　大阪ガス（株）では、1977年から行って

きた使用済みガス機器等の回収リサイク

ルシステムを見直した「ｅ－サイクル」シス

テムを開発し、2004年2月から導入してい

ます。これはインターネットを活用し、産業

廃棄物の迅速な委託と、その後の適正

処理を確認できるシステムです。ガス機

器の販売・施工に伴い発生する廃棄物

の適正処理のためにこのシステムの安

定運用を今後も図っていきます。

家電リサイクル法への取り組み�

　2001年4月に施行された家電リサイク

ル法（特定家庭用機器再商品化法）に

基づき、家庭用ガスエアコンについても

適正処理に努めており、2005年度の再

商品化率実績は回収した総重量の82

％（法の基準は60％）でした。

　有害物質拡散による環境汚染防止

の観点から、ヨーロッパでは、化学物質を

含む電気機器の販売規制（RoHS規制）

が、2006年7月から始まりました。また、日

本でも冷蔵庫などの家電7品目について

化学物質の含有に関する表示規制（J-

Moss）が同時にスタートしました。大阪

ガス（株）では、（社）日本ガス協会を通じ

ガス機器メーカーに働きかけ、ガス機器

についても電気機器と同様の有害物質

使用削減を進めています。

34.0
37.6 37.5

42.1

'05

956

2,065

46.3

44
55

67 69 75

■ ｅ－サイクルの業務フロー

●製品・サービスによる環境負荷軽減への貢献�社会価値～環境行動基準Ⅱ�

新長期規制値は従来の規制値（新短期規制値）よりもPM（粒子状物
質）が85％、NOx（窒素酸化物）が40％削減される世界でもトップレベ
ルの厳しい規制です。2005年10月１日から適用が開始されていますが、
天然ガス自動車はこの規制値を十分にクリアしています。さらに2009年
に予定されているポスト新長期規制もクリアする性能を備えています。

・黒煙排出量はゼロ
・SOx（硫黄酸化物）等の排出量もゼロ
・NOxはディーゼル車新長期規制値の1／4
・ポスト新長期規制をクリア

P
M
規
制
値（
g/
kW
h）

（ディーゼル車新短期規制値（D13）2003年10月～）0.18

（ディーゼル車新長期規制値（JE05）
　　　　　　   2005年10月～）0.027

（新長期対応NGV技術指針値（JE05）
  2005年10月～）

新型NGV※

再商品化等処理台数 6,035台

再商品化等処理重量（回収総重量） 271ｔ

再商品化重量 223ｔ

再商品化率 82％

※ 2005年度以降に新長期規制対応車として製作
されたNGVトラック
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大阪府庁さま

VOC除去装置

汎用炭素繊維の適用例（アスベスト代替品）

関係会社の取り組みⅡ�

　（株）ガスアンドパワーインベストメント

（GPI）のESCO事業※1は、1998年以来、

シェアードESCO※2 12件、ギャランティー

ドESCO※3 8件、省エネ調査40件の実

績を誇り、省エネでは原油換算で約8,000kl、

CO2に関しては約24,000ｔ-CO2を削減し、

省エネルギーと地球温暖化防止に大きく

貢献しています。

　2005年度は、大阪府庁さま（本館・別館）

や、岸和田競輪場さまなど、多くの人が

出入りする公共施設を中心にご採用い

ただき、ESCO事業の認知度向上に寄

与しています。

ESCO事業の推進�

同社のホームページは以下のとおりです
http://www.gasandpower.co.jp/

URL

（株）ガスアンドパワーインベストメント�

　大阪ガスケミカル（株）は、従来から家

庭用の浄水器や空気清浄機ならびに工

業用の有害物質除去フィルターなど、繊

維状活性炭関連商品の製造販売を行い、

環境の保全や浄化に取り組んできました。

最近では、2008年に完全撤廃すること

が定められているアスベストの代替品と

して、当社の汎用炭素繊維が脚光を浴

びています。汎用炭素繊維は、防音断

熱材、建材、樹脂配合剤など広範囲な

用途に適用できるように開発された高機

能材料です。工業プラント用の配管接

続等に使用されるガスケット（パッキン）

等には、現在でもアスベストが使われて

おりますが、これを当社の汎用炭素繊維

に置き換えることで無害化することがで

きました。今後も、アスベスト代替品とし

て更なる需要の拡大が見込まれています。

炭素繊維による環境保全�

同社のホームページは以下のとおりです
http://www.ogc.co.jp/

URL

大阪ガスケミカル（株）�

　大阪ガスエンジニアリング（株）は、さ

まざまな環境保全技術に取り組んでおり、

そのひとつに印刷、塗装ライン等の排ガ

スに含まれる臭気や揮発性有機化合物

（VOC）を除去する蓄熱型排ガス処理

装置があります。この装置は、シリコン樹

脂等の成分を含む排ガスに対して当社

が培ってきた燃焼技術、伝熱技術を利

用することにより、前処理不要で高い省

エネルギー効率を実現した画期的なシス

テムです。これまで全国で18台を納入し

ました。今後は、より一層の普及拡大を

図り、改正大気汚染防止法（2006年4月

1日施行）で目標とされているVOC排出

量の3割削減に貢献していきます。

排ガス処理装置で大気汚染防止に貢献�

同社のホームページは以下のとおりです
http://www.oge.co.jp/

URL

大阪ガスエンジニアリング（株）�

※1  ESCO（Energy Service Company）事業とは、省エネル
ギーに関する包括的なサービスを顧客に提供し、その省
エネルギーメリットの一部を報酬として享受する事業

※2 ESCO事業者が資産を調達し、顧客には初期投資が発
生しない方式で設備はESCO事業者資産となる

※3 顧客が資産を調達し、省エネ改修費を一括して初期費用
として支払う方式で設備は顧客資産となる
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パソコンのリサイクル作業

保存剤が採用されたJR出雲市駅舎

キッズシェフクラブの講習会

（株）オージス総研� パソコンリサイクルサービス事業の推進�

　近年、環境に対する様々な法整備が

行われています。中でも、2003年循環型

社会形成推進基本法の施行、パソコン

リサイクル法の改定は、企業における環

境に対する取り組みを促進させました。

一方、2005年には個人情報保護法の

施行が行われ、企業にとって廃棄物の削

減、資産の有効活用、高いセキュリティ

管理は非常に重要な課題となっています。

　このような状況の中、（株）オージス総

研PCR部では、「iNETVASS－R※のオ

ージス◆リサイクルサービス」として、大

阪ガス（株）をはじめ、様々な企業から不

要になった情報関連機器を買い取り、デ

ータ消去およびクリーニングを行い、中古

市場へ出荷するリユース事業を展開して

います。

　当事業により、これまで廃棄処理され

ていたパソコンなどの情報関連機器を中

古市場へ循環させることで、大阪ガスグ

ループをはじめとする企業の環境行動の

推進に貢献しています。

【主婦対象エコ・クッキング】�

　クッキングスクール受講者（主に主婦）に環

境に優しいエコ・クッキング（買い物、食材の

有効利用、調理方法、片付けなど）をご提案し

ています。

（2005年度の実績：19回、受講者474人）

【キッズ対象エコ・クッキング】�

　キッズシェフクラブ講習会（コース制）では、

3回コースのうちの1回に、エコ・クッキングを取

り入れています。環境を守る大切さを食育の

一環として説明し、子ども達が日常の生活の

中で感じている身近な環境の問題や、自分達

でも、すぐにできるエコについて考え、実践して

もらうきっかけ作りをしています。

（2005年度の実績：40回、受講者1,073人）

【活性炭事業】�

　活性炭事業は、業界内のリーディングカンパ

ニーとして国内トップシェアの地位を築いてきま

した。「白鷺」は、1930年代から約70年の実績

を持ち、信頼のブランドとして定着しております。

当社の活性炭は、食品・医薬工業分野での脱色・

精製、化学工業分野でのガス精製・分離、溶

剤回収、排気ガス処理、排水の浄化、上下水

処理場での有害物除去などさまざまな分野で

使用されています。大気の環境を維持する分

野では、ダイオキシン類の吸着性能に優れた「白

鷺DO」シリーズが、全国のごみ焼却場で活躍

しています。また、PCB分解事業では、環境へ

のＰＣＢ揮散を抑えるセイフティネットとして「白

鷺PRAC」が、全国の事業体で採用されており、

環境汚染を防止しています。

【保存剤事業】�

　保存剤事業では、木造建築物や各種工業

製品をカビ・バクテリアなどの微生物や白蟻な

どから守る各種製品群を展開しています。木

造建築物を長持ちさせる高機能木材保護塗

料「キシラデコール」は、重要文化財などの公

共物件、神社・仏閣から一般住宅まで、35年

以上の実績を持ち、シェア50％を誇るトップブ

ランドです。

　木造建築物を長持ちさせることは、光合成

によって固定されたCO2を大気中に放出せず

にストックし続け、更に新材の消費・浪費を削

減し不必要な森林伐採を抑えることにもなり、

地球温暖化防止に大いに寄与します。

同社のホームページは以下のとおりです
http://www.ogis-ri.co.jp

URL

●製品・サービスによる環境負荷軽減への貢献�社会価値～環境行動基準Ⅱ�

日本エンバイロケミカルズ（株）�「活性炭事業」と「保存剤事業」によるよりよい生活環境の創造への貢献�

　日本エンバイロケミカルズ（株）では「よりよい生活環境の創造に貢献する」をテーマ

に環境問題の解決と快適な住環境作りに役立つ製品を提供しています。

同社のホームページは以下のとおりです
http://www.jechem.co.jp

URL

（株）アプリーティセサモ�「エコ・クッキング ®」講習会の実施�

　（株）アプリーティセサモでは、主婦および子ども達を対象に「エコ・クッキング」講習

会を実施しています。

同社のホームページは以下のとおりです
http://www.og-cookingschool.com

URL
（注）「エコ・クッキング」は、東京ガス（株）の登録商標です。

※iNETVASS-R（あいネットばす-R）とは、（株）オージス総
研のｅインフラマネジメントソリューション（リサイクル）の総
称です
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天然ガス関連技術を応用した新技術�

水素利用技術�

トリジェネレーションの開発�

環境技術開発�

社会価値～環境行動基準Ⅲ ● 地域および国内外における環境改善への貢献�

　電気と熱(蒸気と温水)に加えて、エン

ジンの排ガスまでも利用しようというのが

トリジェネレーションです。現在、工業用と

農業用の開発に取り組んでいます。工

業用トリジェネレーションは、アルカリ排

水をコージェネ排ガスに含まれるCO2を

利用して中和するもので、繊維工場での

フィールドテストではCO2の排出量を削

減すると同時に、中和剤として用いてい

た硫酸を大幅に削減することができました。

また農業用トリジェネレーションはコージ

ェネ排ガスに含まれるCO2を植物の光合

成促進に利用して、収穫量を高めようと

するもので、現在バラ温室とチマサンチ

ユ（チシャの一種）水耕栽培温室で実証

テストを実施しています。

　次世代のクリーンエネルギーとして注目されている水素は、さまざまな原料から製造することができる特長を持っています。その中でも

天然ガスは、クリーンで高効率かつ低コストに水素を製造できる原料として注目されています。

　大阪ガスグループは、都市ガスを中心とするエネルギービジネス分野から都市ビジネス分野（非エネルギービジネス）

に至る事業領域の中で、CO2削減、廃棄物処理、資源リサイクル、植林、水素エネルギーなどの多くの環境技術を保有

しています。大阪ガスグループでは、今後も優れた環境技術の開発、導入、普及を図り、地域および国内外の環境改善

へ積極的に貢献していきます。�

工業用トリジェネレーション

燃料電池自動車への水素供給

大阪ガス（株）敷地内の水素ステーションに設置された
「HYSERVE30※」

自動車用水素供給ステーションの開発�

　大阪ガス（株）は、究極のクリーンカー

として実用化が期待される燃料電池自

動車（FCV）へ水素燃料を供給する水

素ステーションの技術開発に取り組んで

います。2005年度は、前年度に引き続き

国家プロジェクトとして、大阪ガス（株）敷

地内の水素ステーションにおいて、水素

製造装置と水素貯蔵の負荷制御に関す

る試験や耐久性に関する実用化試験を

行いました。

コンパクトな水素製造装置の商品化�

　大阪ガス（株）は、（株）リキッドガス、

大阪ガスエンジニアリング（株）と共同

でサイズとコストの50％削減（当社従

来機種比）を実現した水素製造装置

「HYSERVE」を商品化しました。2005

年度は、国家プロジェクトとして愛知万博

に建設された水素ステーションで

「HYSERVE100※」が採用され、燃料

電池ハイブリッドバスへ燃料水素を供給

する実績を得ることができました。

※ 数値は天然ガスから水素を製造する能力（Nm3/h）を表す

Webでさらに詳しく
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●地域および国内外における環境改善への貢献�社会価値～環境行動基準Ⅲ�

バイオガス利用技術�

　下水処理場や食品工場、生ごみ・家

畜糞尿処理施設などからは、バイオガス

が発生します。大阪ガス（株）は、バイオ

ガスを約37％の高効率で電気に変換す

るバイオガス・コージェネレーションを開発

し、2006年度中に約21,000ｋＷ※の稼

働を達成します。また、バイオガスのその

他の利用法として、天然ガス自動車の燃

料としての利用にも取り組んでいます。

※ 2001年度からの累計

バイオガス発電によるコージェネレーション技術の普及�

　食品工場などの排水は、嫌気性処理（空

気を遮断した状態で微生物によって有

機性物質を分解すること）を行うことで、

発生するバイオガス（メタンが主成分）を

有効活用することができます。大阪ガス

（株）は、従来、嫌気性処理が困難であっ

た、油脂分を多く含む水産加工業や、ハム、

乳業等の排水処理を安定して行い、同

時にバイオガスの発生を可能にする複

合型嫌気性排水処理システムを開発し

ました。1日あたり2tの排水を処理できる

テスト装置によって、現場での実排水に

よる連続処理試験が行え、排水処理性、

バイオガスの発生量を確認することがで

きます。

複合型嫌気性排水処理バイオガスコージェネレーション�

　大阪ガス（株）は、ガス吸着技術を利

用して、エンジンなど燃焼機器に支障を

きたすシロキサンを高効率に除去するバ

イオガス精製システムや、従来の低圧式

タンクの1/20の大きさで同量のバイオガ

スが貯蔵可能な省スペース型の吸着式

バイオガスタンクを実用化しています。さ

らに、この技術を応用して、バイオガス自

動車向けの吸着式燃料タンク等のバイ

オガス利用システムの開発にも取り組ん

でいます。

ガス吸着技術を利用したバイオガス有効利用システムの開発�

　近年、地球温暖化防止の観点からバ

イオマス、特に生ごみ等の廃棄物からエ

ネルギーを回収するメタン発酵システム

が注目されています。大阪ガス（株）は、ガ

スエンジン排熱を利用した生ごみ可溶化

装置によって最終廃棄物を半減し、その

結果、メタン発酵システム全体のランニ

ングコストを削減するとともにエネルギー

回収量を約1.2倍に増大する技術を開発

しました。実機採用を目指して地方自治体、

大学と共同で実証試験を実施しています。

ガスエンジン排熱利用生ごみ可溶化装置の開発�

バイオガス化

・最終廃棄物1／2
・バイオガス2割増

大阪ガスの吸着式バイオガスタンクを利用したガスバイク
（バイクメーカー試作）

バイオガスエンジン

複合型嫌気性排水処理テスト装置

自治体回収可燃ごみ

メタン発酵汚泥
（可溶化微生物）

80℃可溶化槽（100L）
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大気浄化技術�

　三菱重工業（株）と「（株）オーエムバ

イロ」を設立し、活性炭素繊維（ＡＣＦ）を

用いた排煙処理用脱硫触媒を製造・販

売しています。この触媒は、ACF表面の

微細なナノ構造を利用して、排煙中の有

害なSO2と除去困難であったSO3ミストを

同時に、かつ低コストで除去することがで

きます。2005年に、本触媒を用いた排煙

処理装置をお客さまに納入し、SO2や

SO3を煙突出口濃度で1ｐｐｍ以下に処

理することを確認しました。

排煙を処理する脱硫触媒技術の実用化�

溶融押出・
再ペレット化

溶融押出・再ペレット化

洗浄 洗浄

切断・粉砕

切断・粉砕

回収・分別

PE管

ペットボトル

回収・分別

PE/PETリサイクル樹脂

PEとPETは通常混ざ

らないので、2種の樹

脂を混ぜられる相溶

化技術が必要

ＡＣＦ総合排煙処理装置デモプラント　
三菱重工業（株）長崎造船所

その他の環境技術�

　近年リサイクルに対する意識が高まっ

ているなかで、異種樹脂を混合する相溶

化技術を用いて、ペットボトル廃材とガス

用PE管廃材の組み合わせなど、複合再

生樹脂の高付加価値化の開発を続けて

きました。開発した樹脂は、テーブルコン

ロ内の基盤ケースやガス開栓時にお客

さまにお渡しするクリアフォルダーに使用

されています。また、その応用としてポリ

乳酸など植物由来の樹脂を良好な耐熱

性や衝撃強度を持つ樹脂に改質する技

術も確立しました。

ペットボトル廃材とガス用PE管廃材の複合再生樹脂の開発�

　従来のＮＯｘ（窒素酸化物）還元触媒

は反応に必要な温度が高く、温度の低

い排ガス中のＮＯｘを除去できません。そ

こで、活性炭素繊維（ＡＣＦ）を用いること

により、大気温度（約15～50℃）や排熱

回収後の排ガス温度（約100～150℃）

の環境下でNOxを除去できる触媒を開

発しています。現在、福岡県の幹線道路

沿道や地下駐車場などで実証試験を実

施中です。

活性炭素繊維を用いた脱硝触媒の開発�

地下駐車場での実証試験（福岡県）

　日本の都市ガス事業者としては初めて

の植林プロジェクトを、2001年からオース

トラリアにおいて進めています。植栽総

面積1,000haを目標に年間100haの植

林を行い、2005年までの植付面積は約

500haに達しました。本プロジェクトでは

日本向けの製紙原料を得ることに加え、

牧草地への植林によってCO2固定化効

果を増大し、持続的森林経営に関する

審査機関の認証も取得しています。また、

地元行事へ遊休地を貸与するなど、幅

広い社会的貢献を行っています。

オーストラリアにおける植林プロジェクトを通じた社会貢献�

順調に成長する植林樹
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社会価値～地域社会への貢献・情報公開 ● 地域の皆さまとともに�

社会貢献活動�

地域社会への貢献�

　企業ボランティア活動“小さな灯”運動

は、1981年(国際障害者年)に発足し、四

半世紀にわたり多様な活動を行ってきました。�

　大阪ガスグループの社会貢献活動は、

現在“小さな灯”運動をベース活動とし、

青少年健全育成、福祉、環境意識啓発

などに鋭意取り組んでいます。�

ともしびこども劇場�

　児童福祉施設の子ども達を招待し、「愛・夢・

勇気」をテーマにした本格的な創作ミュージカ

ルを鑑賞していただいています。�

（1987年～）�

高齢者外出介助�

　日ごろ外出する機会の少ない高齢者の皆

さまに季節の風物や名所を見学していただく

など、高齢者支援NPOが開催する外出介助

活動に協力しています。（1996年～）�

クリーン&ウォーク�

　「ごみのない美しい街づくりのお手伝いを」

と願い、毎年、地域の皆さまとともにクリーンア

ップ活動を展開しています。（1985年～）�

御堂筋ふれあいバザー�

　共同作業所で作られた手作り商品等を展示・

販売するチャリティバザーを御堂筋に面した

本社ガスビル前で開催し、多くの方に、作業

所の皆さまとのふれあいの機会を提供してい

ます。（2000年～）�

大阪ガスグループの社会貢献活動�

・青少年の健全な育成支援�

・高齢者支援�

・障害のある方の自立支援�

・環境意識啓発�

・関西文化の向上支援�

・従業員によるボランティア活動�

森林保全活動「大阪ガスの森」�

　大阪ガス（株）は、大阪ガス労働組合とと

もに、和歌山県の推進する「企業の森・労

働組合の森」事業に参画し、森林環境保

全活動に取り組んでいます。2005年3月、

熊野古道に近接する紀伊山地の山林（1ha）

に広葉樹の苗木2,600本を植樹しました。

また、毎年夏には従業員が参加して下草刈

り作業を実施しています。今後も、中辺路

町森林組合さまなど地元の皆さまのご協力

をいただきながら、育林活動に取り組んで

いきます。�

下草を刈る従業員達�

“小さな灯”運動25周年事業�

子ども支援市民団体 助成プログラム�

　“小さな灯”運動が、2006年に25

周年を迎えるのを機に、子ども達を支

援する市民活動団体が実施する事

業を助成するプログラムを実施しました。

公募・審査によって選定した21団体

に総額約1,000万円の助成を行いま

した。原資としては、従業員からの募

金を活用しています。�

　大阪ガスグループは、地域の皆さまとともに歩む企業市民として、企業活動を通じてすべての人々が快適で心豊かな

生活ができる社会づくりに貢献していきます。�

Webでさらに詳しく�
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（財）大阪ガスグループ福祉財団�

　（財）大阪ガスグループ福祉財団は、

大阪ガス（株）が創業80年となる1985年、

大阪ガスとサービスショップや工事会社

などのガスグループが基金を拠出して設

立したものです。高齢者福祉にかかわる

助成事業（地域福祉活動助成、調査研

究助成）と自ら地域福祉の拠点に出向

いて展開する「健康のつどい」や「健康

教室」、「ウォーキング大会」などの健康

づくり事業に取り組んでいます。健康づく

り事業には、近畿2府4県から毎年約

11,000人の高齢者が参加されています。

こども110番の工事現場�

　大阪ガス（株）は、地域安全活動「こども

110番運動」に協力・参加しています。ガス

工事現場に「こども110番の工事現場」と

記したのぼりを掲示し、子どもの安全を確保

するとともに、万一の時には速やかに110番

通報をします。

　2005年10月に南部導管部で実施導入し、

2006年4月1日現在で、大阪府下、奈良県

下のすべての工事現場で実施しています。

「こども110番の工事現場」ののぼりを立てた
ガス工事現場

2005年8月、ガス科学館で絵を描く子ども達とジミ－大西氏

LNGタンカー「LNG DREAM」完成イメージ

姫路市立美術館に寄贈したガス灯

創業100年事業の実施�

●ガラストップコンロ等の寄贈�

　　　　公民館や民間料理教室等に、高機能で、かつお手入れ性の高いガラストップコンロ等のガス機器を寄贈しました。

　　　　（ガラストップコンロは、120カ所に473台寄贈）

　大阪ガス（株）は、2005年10月19日に創業100年を迎えました。創業100年を記念して、地域社会の皆さまへの感謝の気持ちをこめた事業

を実施しました。

●ガス灯の寄贈�

　　　　長浜市の長浜鉄道スクエアに2基（2005年9月）、彦根市の四番町スクエアに3基（2006

年4月）、姫路市の姫路市立美術館に8基（2006年4月）のガス灯を寄贈しました。

　　　　今後、大阪市の三休橋筋にも30基のガス灯を寄贈する予定です（2006年度以降）。

●天然ガスドリームタンカープロジェクト�

　　　　地球環境に優しいクリーンエネル

ギー・天然ガスを運ぶタンカーに、画

家・ジミー大西氏と公募で選ばれた

40人の子ども達が力を合わせて夢

あふれる巨大なアート作品を制作し

ました。このＬＮＧタンカーは、2006

年9月に就航予定です。

真向法ボディートーク

Webでさらに詳しく
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（財）大阪ガス国際交流財団�

環境教育支援活動�

　（財）大阪ガス国際交流財団は、

1992年9月に設立され、天然ガス産出

国に対する教育関連の助成事業を行っ

ています。助成分野としては教育機材、

試験研究、奨学金、研修の4分野で、設

立からの14年間で約280の地域・学校

に対し助成を実施しました。

　大阪ガス（株）では、主に小中学校を

対象に、ガス科学館（泉北製造所内）、

姫路ガスエネルギー館（姫路製造所内）

を、エネルギーや環境について学ぶ校外

学習の場としてご利用いただいています。

また小学校から高校、大学までの幅広い

層を対象に、講師を派遣する「出張授業」

を行っています。各事業所では各種地域

交流イベント等に参加、出展し、具体的

な省エネルギーの方法を紹介するなどの

環境啓発活動を行っています。

教育機材を寄贈した小学校（インドネシア） マルチメディア教材を寄贈したテルブカ大学（インドネシア）

■ 環境教育の実績（2005年度） （人）

34,194

6,575

335

41,104

2,215

261

783

3,259

955

422

100

1,477

17,577

7,795

1,254

26,626

54,941

15,053

2,472

72,466

小学校 合計中学校
高校・
専門学校

一般社会人・
その他

その他

姫路ガス
エネルギー館

ガス科学館

合計

● 地域の皆さまとともに�社会価値～地域社会への貢献・情報公開�

「気体とエネルギーの総合科学館」として

1982年10月に開館した、日本初の総合ガス

科学館です。

子ども達がクイズを楽しんだりしながら、地球

環境問題や天然ガスについて学びます。

「エコ・エンジェル セミナー」�

グループごとにゲームに参加して、 CO2排出

量を減らす暮らし方や地球環境問題について

考える受講者参加型プログラムです。

「地球環境と天然ガス」をコンセプトに、地球

と科学とエネルギーを楽しく学んでいただけます。

地球環境や科学をテーマに、クイズやゲーム

で楽しく学びます。

「地球にやさしいラーメンづくり セミナー」�

子ども達の大好きなラーメンづくりを通して、日

常生活と環境問題、エネルギー問題との関連

性を学ぶプログラムです。

●ガス科学館� ●姫路ガスエネルギー館� ●出張授業�

お問い合わせ先
〒592-0001　高石市高砂3丁目1番泉北製造所第二工場内
TEL 072-268-0071

お問い合わせ先
〒672-8024　姫路市白浜町灘浜１番地姫路製造所内
TEL 079-246-1908

Webでさらに詳しく

Webでさらに詳しく
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ニューアース2005

生活誕生館ＤＩＬＩＰＡ

情報公開方針と開示媒体�

情報公開�

　お客さま、株主さま等に大阪ガスグル

ープを正しく理解していただくため、報道

機関やホームページ、各種広報制作物

や説明会などを通じて、適時・適切な情

報開示を行っています。事業運営の透

明性をより一層高めることにより、社会に

開かれた企業グループとして認知され、

評価していただくことを情報公開の基本

的な方針としています。

　一般の方には、「大阪ガスグループの

現状」、株主さま、投資家さま向けには「ア

ニュアルレポート」および詳細なデータを

記載している「ファクトブック」を発行して

います。また、1994年以降、毎年、「環境

行動レポート」を発行しています。2003

年版からは「環境・社会行動レポート」と

名称変更し、社会性報告を充実させました。

さらに、2006年版は、「ＣＳＲレポート」と

して、ＣＳＲの観点を盛り込んだ内容にし

ています。これらの冊子は、ホームページ

でもご覧いただけます。

展示会・講演会の実施�

　大阪ガス（株）は、学会や経済団体、

業界団体などが主催するセミナーや講

演会において、環境への取り組み内容を

毎年発表しています。

　また、「ニューアース2005」などの展

示会をはじめ、地域の環境イベントへの

参加や環境教育の講師派遣などを通じ

ても、大阪ガスグループの環境行動を理

解していただくよう努めています。

ショールームの活用�

　大阪ガス（株）は、総合的な住まいづ

くりの提案やエネルギーや暮らしの情報

を発信し、料理教室の開催などを通じて

お客さまと双方向の交流を深める拠点と

して、各地にショールームを開設、運営し

ています。

　1991年11月に吹田市の万博公園内

に開設した「生活誕生館DILIPA（ディリ

パ）」は、最新のガス機器やシステムを「見

て」「触れて」「体験できる」住まいの総

合ショールームです。

神戸大学國部ゼミとのステークホルダー・ダイアログ�

　大阪ガス（株）は、より多くの方と意見交

換をさせていただく機会をもつよう努めてい

ます。その一環として2005年12月に、神戸

大学経営学部國部克彦ゼミの学生の方々

12人を泉北製造所にお招きし、製造所での

環境への取り組みを見学していただくととも

に、当社の環境経営の方向性について活

発な意見交換をさせていただきました。

　ホームページの掲載内容を充実させて天

然ガスをもっと積極的に紹介することや、当

社のCSRレポートについて雇用や社会貢

献に関する情報内容を増やすこと、余白を

増やし読者に訴えかける写真を採用するこ

となど、具体的なご提案をいただきました。

　今後、これらのご意見を参考に、事業活

動の改善に取り組んでいきます。 神戸大学國部ゼミとの意見交換

國部ゼミによる報告書は下記アドレスに掲載されています
http://www.b.kobe-u.ac.jp/kokubu/stakeholder.html

URL

Webでさらに詳しく

Webでさらに詳しく
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　改正高年齢者雇用安定法の精神に

則り、60才以降の継続雇用制度を導入

するなど、高年齢者の雇用確保に努め

ています。

従業員価値～人事制度・人材育成等 ● 仕事を通じて人間的成長を図る�

〈人材育成方針〉� 研修制度�
�

人材の育成�

働きやすい職場環境づくり�
　大阪ガスグループは、雇用の確保を図るとともに、従業員の個性と自主性を尊重し、仕事を通じて人間的成長を図るこ

とのできる企業を目指しています。また、多様な価値観・ライフスタイルに対応できる、従業員の誰もがやりがいの持てる

人事制度の整備に努めています。�

　大阪ガス（株）では、「成果重視型の人事制度」、「自己選択型の人事制度」、「透明性の高い人事制度」、「柔軟な

対応が可能な人事制度」といった考え方のもと、透明かつ公平な評価や処遇を実現するとともに、定期的に社員意見調

査を実施し、その結果を人事施策に反映させています。�

〈採用方針〉� 雇用機会均等への取り組み� 高年齢者の雇用�

・セカンドライフ支援制度と再雇用嘱託制度�

雇用に関する取り組み�

　個々人の適性およびワークスタイルと、

企業の求める能力・就業要件とのマッチ

ングを意識しながら、公平かつ公正な採

用を実施しています。

　大阪ガス（株）では、「指示がなくても、

自ら状況を分析し、正しい判断と行動が

できる人」、「現状に満足せず、常に良い

ものを目指そうという気概を持っている人」、

「困難な場面に直面しても、ものごとを

前に進めるパワーに満ちている人」を採

用していく方針です。

　男女問わず取得できる育児休業制度

など、雇用機会均等法の精神に則り、性

別によって雇用・処遇・職務・教育の差

が生じることのない制度を整備しています。

障害者の雇用�

　障害者の雇用についても積極的に取

り組み、就業環境に配慮した働きやすい

職場づくりに努めています。

　従業員の育成・能力開発という面では、

大阪ガスグループの競争優位を支える「価

値の高い人材」を育成することを方針と

しています。

　大阪ガス（株）では、自分で考え行動

できる自律型人材の育成のため、自己

選択・自己責任の考えに基づくキャリア

形成をサポートする仕組みの構築に努

めています。また、創造・変革型人材（リ

ーダー）の早期かつ計画的な育成に取

り組んでいます。

　大阪ガス（株）では、人材育成体系を

構築し、職責資格に基づく「ステージ別

研修」や管理者に対する「マネジメント

研修」、「リーダー育成」等の各種プログ

ラムを実施しています。

　2005年度には新たに「管理者パワー

アップ研修」を開講し、全管理者が受講

しました。

　大阪ガス（株）では、人事部内に「キャ

リア開発センター」を設置し、社員のセカ

ンドライフ支援を行っています。また、定

年退職した社員のうち、再雇用を希望し、

会社の求める要件に合致する場合には

嘱託として再雇用する制度を設けており、

今後、雇用上限年齢を段階的に65才ま

で引き上げる予定です。

自己啓発援助�

チャレンジ制度�

　大阪ガスグループの全従業員を対象に、

公募型のチャレンジセミナー研修を実施

するとともに、年2回、通信教育の受講

奨励を行っています。

　大阪ガス（株）では、グループ全体の

業務を対象とした人材公募制度を実施

しています。

・大阪ガス（株）の障害者雇用率�

　2006年4月現在 2.36％（法定雇用率：1.8％）

・大阪ガス（株）の雇用状況�

〈2006年3月末日現在（出向者除く）〉

　従業員数：5,481人

　（うち男性4,737人、女性744人）

　平均年齢：41.7才　平均勤続年数：20.3年

〈2006年4月1日〉

　新卒採用数：123人（うち男性110人、女性13人）

・2005年度実績　�

    チャレンジセミナー  28コース  

    　延べ792人参加

    通信教育申し込み数　

    　春期開講617件、秋期開講323件

・2005年度実績  ３１人応募、１０人採用

Webでさらに詳しく
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■ 労働災害発生率（休業度数率）

2.0�

1.5�

1.0�

0.5�

0

（率）

（年）2001

0.53

1.02

1.79

0.77

1.27

1.77

0.74

1.33

1.78

0.19

0.77

1.85 1.95

0.09

0.78

2002 2003 2004 2005

■  大阪ガス ■  全ガス事業 ■  全産業

（注）大阪ガスの数値は、年度

働きやすい環境の整備�

〈仕事と生活の両立、人権啓発活動〉�

安全衛生への取り組み�

〈安全衛生管理組織について〉�

育児・介護休業制度�

　大阪ガス（株）では、「労働時間」や「仕

事と生活の両立支援」に関する労使推

進委員会を設置し、安心して働き続けら

れる環境の整備に努めています。

　また、良き企業市民であるための行動

基準として「人権の尊重」を社員に求め

ています。「全社人権啓発推進委員会」

のもと、大阪ガス（株）人事部内に設置

した「人権啓発センター」が事務局となり、

大阪ガスグループ全体として人権啓発を

推進しています。

　大阪ガス（株）では、男女問わず最長

で子が満3才となる誕生日が属する月の

月末まで取得可能な「育児休業」や、最

長で通算366日間取得可能な「介護休業」

等を制度化しています。「次世代育成支

援行動計画」を策定し、社員向けのガイ

ドブックも作成しています。

人権研修�

　人権啓発センター主催の全社を対象

とする集合教育と、各部門の人権啓発

推進リーダーによる各組織内教育を実

施しています。役員から新入社員まで対

象階層ごとに研修を行っています。

安全活動�

  従業員の安全と健康の確保を目的とし

て、協力会社を含めた積極的な安全衛

生活動に取り組んでいます。労働安全

衛生関係諸法令を遵守し、独自に「安

全衛生管理規程」など各種マニュアル

を制定・運用しています。施策の推進に

あたっては、「安全衛生管理組織」が主

要な役割を果たしています。

健康づくり�

　35才以上の従業員に、疾病の早期

発見・予防のための検診結果に基づく

個別指導を行っています。またメンタル

ヘルスについても、重点的に取り組んで

います。

　大阪ガス（株）では、労働災害の程度

を独自の算定式で定量化した災害指数

を考案し、事業所の安全活動を評価して

います。また、社用車の運転には当社独

自のライセンス取得を義務付けています。

■ 育児・介護休業取得者数
200320022001年度 2004 2005

35�

1

38

5

42�

3

育児休業

介護休業

46�

2

31

0

（人）

■ 人権研修の実施（2005年度）
実施月 延べ人数（人）

12

139

391

96

12月

6月、7月、11月、1月

8月、10月、11月、1月、2月

4月、3月

役員

管理監督者

一般従業員

新入社員 

社長と社員との対話集会�

　2004年度から、社長が現場に出向き、社

員と直接対話する機会を設けています。こ

れは、社員を重要なステークホルダーと捉え、

｢会社の置かれている状況や今後の進むべ

き方向性、社員への期待などを社長自らの

言葉で直に伝える｣「社長と社員との

FACE to FACEのコミュニケーションを通し

て、経営課題の浸透や現場課題の共有化

を図る」ことを目的としています。2005年度は、

5事業所、2製造所、研究所、本社部門にて

計11回にわたる対話集会を開催し、522人

の社員が参加しました。

　参加者からは、「社長の熱い想いが伝わ

った」「経営ビジョンが身近になった」「他

部門の状況や意見が聞け、視野が広がった」

といった意見が寄せられています。
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第三者レビュー�
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　大阪ガスグループは、簡易な審査を

含んだ「評価・勧告タイプ」の第三者レ

ビューを（株）環境管理会計研究所に

お願いしました。�

　社会・環境活動がどのように計画・実

行されているのか、また、環境パフォーマ

ンスデータの収集システム等について、

ポイントを絞って審査を受け、ご意見を

いただきました。審査にあたっては、本

社部門だけでなく、現場組織の活動とし

てガス導管工事等を行う大阪導管部と、

関係会社で2005年12月に大阪ガス版

EMSを取得した（株）オージス総研につ

いて、確認していただきました。�

ご意見、ご指摘への対応・取り組み状況�

編集後記�

対 応�ご意見�

2005年度中期環境目標のうち、かなりの項目を2004年度に早期
達成しているが、目標の見直しは特に行わないのか。�

2005年度目標は中期計画の最終年度であるため、特に見直しは行っていません。�
2005年秋に策定した新中期経営計画「Design2008」では、この結果を考慮し、
より高い目標を設定しました。�

2005年版は、2004年版に比べてページ数が減ったため、項目によ
っては説明不足の箇所が見られた。�

特に技術的な内容については詳細な情報をWebに掲載したため、理解し辛い項
目もあったようです。今後とも、より理解しやすい情報の掲載を目指し、紙面と
Webのすみわけを考えていきます。�

大阪ガスグループとして、環境保全活動を実施するためのマネジメ
ントシステムにどのように取り組んで行くのか。�

大阪ガス（株）は、2005年度に全社でISO14001認証取得を完了しました。今後
は、現在7つのEMSの統合化を図り、効率的な活動を推進していきます。�
日本国内の従業員11人以上の関係会社は、2008年度までに、ISO14001、エコ
アクション21のような外部認証型EMS、大阪ガス版EMSのいずれかを導入します。�

コーポレート・ガバナンスについての記載がない。� 2006年版では、大阪ガスグループのコーポレート・ガバナンスについて記載しました。�

環境以外のCSRに関しては、目標を立てて管理する段階には至ってい
ないが、できれば定量化された目標を持ち、CSR活動を促進して欲しい。�

環境以外のCSRについては、社内的に管理しているデータもありますが、目標化
には至っていません。今後の課題と考えています。�

　大阪ガス（株）は、1994年に第1回「環境行動レポート」を発行しました。以来、

時代のニーズに応じて内容を見直し、環境中心のものから最近では社会性も

加味した内容としています。今回からはタイトルも「ＣＳＲレポート」として、大阪

ガスグループの社会に対する責任を、わかりやすく説明するように努めています。�

　大阪ガスグループは、「お客さま価値」「株主さま価値」「社会価値」「従業

員価値」の4つの価値をバランスよく高めていく「価値創造の経営」を追求し

ていくことが、ＣＳＲ活動の基本であると考えています。今回のレポートでは、こ

の4つの価値の中でも第一と考える「お客さま価値」の最大化を特集テーマ

として取り上げました。その中で、当社グループが事業活動を通じて社会に貢

献しようとする姿を、お客さまの声や担当者の声を交えてご紹介しています。�

　本格的なＣＳＲレポートへの取り組みは、まだ始まったばかりです。「ＣＳＲ」という

タイトルに恥じないよう、今後も内容の充実に取り組んでいきたいと考えています。�

　皆さまの忌憚のないご意見・ご感想をお寄せいただきますようお願いいた

します。�

神戸大学大学院経営学研究科�

國部  克彦  教授�

●國部教授による槙野CSR統括へのインタビュー�

●ガス導管工事現場での審査� ●（株）オージス総研での審査�

大阪ガス（株）常務取締役�

CSR統括  槙野  勝美�

2006年9月�
大阪ガス（株）　�
環境部�

60



発行�

2006年9月

大阪ガス株式会社  CSR委員会

お問い合わせ先�

〒541-0046　大阪市中央区平野町4-1-2

大阪ガス株式会社  環境部　Tel. 06-6205-4605

本レポートには、社内の使用済み文書を回収・再生した「大阪ガス循環再生紙」を使用しています。

CSRレポート�
大阪ガスグループ

表紙の写真は、2006年9月に就航を予定している世界最大級のLNGタンカー「LNG DREAM」の完成

イメージ写真です。大阪ガス創業100年事業の一環として実施した「天然ガス ドリームタンカープロジェ

クト」により、画家・ジミー大西氏と40人の子ども達が制作した4つの絵がタンク壁面を彩ります。

大阪ガスはグリーン購入に取り組んでいます�
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